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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1)　最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移

　

回次 第58期 第59期 第60期 第61期 第62期

決算年月 平成16年5月 平成17年5月 平成18年5月 平成19年5月 平成20年5月

売上高 (百万円) 37,517 37,126 40,459 31,965 31,000

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) 785 △532 1,265 △884 △4,085

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) 583 △1,038 587 △1,365 △4,853

純資産額 (百万円) 24,036 23,066 23,929 21,996 16,436

総資産額 (百万円) 48,890 51,317 48,407 41,411 37,551

１株当たり純資産額 (円) 1,158.251,123.151,165.211,071.12 800.37

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) 27.69 △50.17 28.63 △66.47 △236.32

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ─

自己資本比率 (％) 49.2 44.9 49.4 53.1 43.8

自己資本利益率 (％) 2.5 △4.4 2.5 △5.9 △25.3

株価収益率 (倍) 20.3 ― 27.5 ― ─

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,618 3,550 △251 △3,324 △3,071

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,307 389 45 △685 701

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △511 △294 △163 △283 △162

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 11,924 15,569 15,200 10,906 8,374

従業員数 (名) 917 935 908 892 896

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第58期及び第60期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりませ

ん。

３　第59期、第61期及び第62期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失が計上

されており、また、潜在株式がないため記載しておりません。

４　従業員数は、就業人員数を表示しております。
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(2)　提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移

　

回次 第58期 第59期 第60期 第61期 第62期

決算年月 平成16年5月 平成17年5月 平成18年5月 平成19年5月 平成20年5月

売上高 (百万円) 35,967 35,128 38,325 28,755 27,003

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) 637 △606 1,104 △1,044 △4,354

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) 509 △1,058 512 △1,432 △4,977

資本金 (百万円) 5,233 5,233 5,233 5,233 5,233

発行済株式総数 (千株) 21,425 21,425 21,425 21,425 21,425

純資産額 (百万円) 23,574 22,584 23,371 21,372 15,687

総資産額 (百万円) 47,740 50,163 47,009 39,984 35,736

１株当たり純資産額 (円) 1,136.001,099.691,138.071,040.70 763.90

１株当たり配当額
(内１株当たり
中間配当額)

(円)

(円)

8.00

(4.00)

8.00

(4.00)

14.00

(4.00)

8.00

(4.00)

8.00

(4.00)

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) 24.17 △51.14 24.94 △69.74 △242.37

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ─

自己資本比率 (％) 49.4 45.0 49.7 53.5 43.9

自己資本利益率 (％) 2.2 △4.6 2.2 △6.4 △26.9

株価収益率 (倍) 23.3 ― 31.5 ― ─

配当性向 (％) 33.1 ― 56.1 ― ─

従業員数 (名) 820 819 781 752 742

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第58期及び第60期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりませ

ん。

３　第59期、第61期及び第62期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失が計上

されており、また、潜在株式がないため記載しておりません。

４　従業員数は、就業人員数を表示しております。
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２ 【沿革】

昭和12年７月前澤慶治が東京都中央区銀座において昭和製作所を創立。上水道用諸機械器具の販売

を開始。

昭和22年９月資本金100万円の株式会社に改組し、前澤バルブ工業株式会社を東京都目黒区鷹番町

に設立。上水道用諸機械器具の製造販売を開始。

昭和25年10月川口市に鋳造ならびに加工機械設備を有した川口工場を建設し、バルブの一貫作業の

製造を開始。

昭和29年11月JIS表示許可工場として認可される。

昭和36年４月幸手市に幸手工場を建設し、大・中口径異形管、門扉類の製造を開始。

昭和37年９月特定建設業者として建設大臣より建設業登録の認可を受ける。

昭和42年10月川口市東本郷に新郷工場を建設し、中・小口径仕切弁、消火栓の量産体制を完備。

昭和45年７月H・ガイガー機械製作所(現　ガイガー・インターナショナル社)(ドイツ)と技術提携

し、各種上・下水処理機械の製造を開始。

昭和48年４月業容拡大に伴ない前澤工業株式会社(現在名)に社名変更。

昭和48年12月上・下水処理機械の設計・施工の専門部門を開設。

昭和55年10月製品類の高品質化を図るため、実流試験設備を備えた水理実験室を幸手工場に設置。

昭和56年９月ボブロイター社(ドイツ)の粉体塗装技術を導入してソフトシール弁の製造販売を開

始。

昭和60年４月当社の100％出資子会社である前澤機工株式会社を設立。(現　連結子会社)

昭和61年５月生産部門の効率化と拡充を図るため川口工場、新郷工場、幸手工場の三工場を幸手工

場に統合して新たに埼玉製造所を発足、併せて川口工場は水処理本部として、新郷工

場は配送センターとしてそれぞれ業務を開始。

昭和62年２月社団法人日本証券業協会東京地区協会の店頭売買銘柄に新規登録。

平成６年３月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場。

平成７年１月 土壌・地下水汚染の浄化修復に関しての専門部門として、東京都中央区に土壌環境部

を開設。

平成８年６月 子会社前澤機工株式会社が株式会社前澤エンジニアリングサービスへと商号変更。

平成８年11月東京証券取引所市場第一部に指定。

平成10年４月川口市にアクアテクノセンターを建設し、製販一体体制の拠点として業務を開始。

平成10年６月産業廃水・廃液処理事業を行う目的で川口市に産業環境部を開設。

平成13年５月分析技術の拡充を図るため、幸手市に中央研究所分析センターを建設。

平成13年11月ISO9001(平成10年11月取得)の認証を、上下水道等水処理装置のプロジェクトマネジ

メント、設計、エンジニアリング、購買、営業及び工事管理に拡大して取得。

平成13年12月ISO9001(平成８年７月取得)の認証を、弁・消火栓・水門の営業、開発、設計、製造、施工管

理及び水処理設備の製造に拡大して取得。

平成14年４月本社を現在地(東京都中央区八重洲)に移転。

平成14年10月古紙などリサイクル資源を原料とした強化パネルのグリッドコアの事業化に向けて、

川口市にグリッドコア推進室を開設。

平成16年２月富士市にグリッドコア製造設備を有したグリッドコア富士工場を建設。

平成16年12月配送センター(川口市)を埼玉製造所に統合。

平成17年４月ISO14001の認証を取得。
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３ 【事業の内容】

当社グループの企業集団は、当社及び連結子会社１社、非連結子会社１社、持分法非適用関連会社１社で

構成され、上下水道用機器・水処理装置の製造及び販売をもとに環境関連分野の社会資本整備、浄化事業に

取り組んでおります。

当社及び連結子会社、非連結子会社の事業は「水道用・環境衛生用機器事業」並びにこれらに付帯する

業務の単一事業でありますので、製品別に「下水機械装置」、「上水等機械装置」、「汎用弁栓」、「制御弁

・門扉」、「その他」とに区分して記載しております。

また、持分法非適用関連会社は浄水場排水処理施設等整備・運営を行っております。

　

製品の区分は次のとおりであります。

区分 主要製品等

下水機械装置 沈砂池機械設備、水処理機械設備、汚泥処理機械設備、高度処理機械設備

上水等機械装置
浄水処理機械設備、高度処理機械設備、膜処理浄水設備、

農業集落排水処理設備、農業用水機械設備、河川用機械設備

汎用弁栓 仕切弁、ソフトシール弁、空気弁、ボール弁、消火栓、汚泥引抜弁

制御弁・門扉 バタフライ弁、流量制御弁、緊急遮断弁、逆止弁、制水扉、可動堰

その他
土壌・地下水汚染浄化設備、産業廃水・廃液処理設備、

有機性廃棄物資源化設備、汎用弁栓・制御弁・門扉を主体とした工事

　

事業の系統図は次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金又は
出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

(連結子会社)
㈱前澤エンジニアリング
サービス

東京都中央区 80水道用・環境
衛生用機器の
据付・維持管
理・改修工事

100.0当社製品の据付・維持管理
業務の一部を外注しており
ます。
なお、当社所有の建物を賃貸
しております。
役員の兼務等…無

(注) １　当該会社は、有価証券届出書又は報告書は提出しておりません。

２　当該会社は、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％を超えておりま

す。

主要な損益情報等 ①　売上高 4,873百万円

②　経常利益 　330　〃

③　当期純利益 185　〃

④　純資産額 830　〃

⑤　総資産額 2,982　〃

　

５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

当連結会計年度末における従業員数は896名であります。

(注) １　従業員は、就業人員であります。

２　当社グループの事業は「水道用・環境衛生用機器事業」並びにこれらに付帯する業務の単一事業であります

ので、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。また、従業員は製品区分別に区分できないため、製

品区分別の記載を省略しております。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年５月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

742 45.3 18.3 5,935,862

(注) １　従業員は就業人員であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３　関係会社に出向中の従業員は5名であります。これは上記従業員数には、含まれておりません。

　

(3) 労働組合の状況

当社グループには、「JAM前澤工業労働組合」が組織(組合員数137人)されております。

なお労使関係について特に記載すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、個人消費はおおむね横ばいとなっているものの、企業収益の減

少をうけ、設備投資や雇用情勢が弱含みの状態にあり、景気回復は足踏み状態にあると考えられます。さ

らに、原油や素材価格の動向や、サブプライム住宅ローン問題を背景とする株式・為替市場の変動等の影

響により、一部に弱い動きが見られるなど、予断を許さない状況で推移しました。

当社グループを取り巻く事業環境は、引き続き公共投資関係費の削減、公共事業費のコスト縮減が行わ

れたことによる企業間競争の激化により、非常に厳しい環境が続きました。

このような状況のもとで当社グループは、上・下水道市場や環境関連分野の民間市場に対し、積極的な

販売活動を展開し、受注・売上の確保に努めてまいりました。しかし、官需市場の縮小に起因した熾烈な

企業間競争により、販売価格が低下し、当連結会計年度の業績は、受注高は33,363百万円（前年同期比

3.1%減）、売上高は31,000百万円（前年同期比3.0%減）となりました。

損益につきましては、販売価格の低下に加え、原油高騰等に起因する予想を超えた材料価格の上昇を、

工事費などコスト削減では吸収することができなかったほか、株式市場の下落により退職年金資産にお

いて評価損が発生し、経常損失は4,085百万円（前連結会計年度884百万円の損失）となりました。また、

固定資産の減損に係る会計基準の適用によるグリッドコア設備等の減損等により、672百万円を特別損失

に計上いたしました結果、当期純損失は4,853百万円（前連結会計年度1,365百万円の損失）となりまし

た。

　

つぎに、当連結会計年度における製品区分別売上高は、下記のとおりであります。

　

製品区分別 販売高(百万円) 前年同期比(％)

下水機械装置 15,684 5.8

上水等機械装置 3,370 △11.0

汎用弁栓 3,593 △10.8

制御弁・門扉 4,242 △4.2

その他 4,109 △16.2

合計 31,000 △3.0

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

日本下水道事業団 2,347 7.4 4,247 13.7
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(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、期首に比べ2,531百万円減少

し、期末残高は、8,374百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは、マイナス3,071百万円（前連結会計年度マイナス3,324百万円）

となりました。税金等調整前当期純損失4,682百万円を計上したほか、たな卸資産の増加1,718百万円などの

資金減少項目が、引当金の増加598百万円、仕入債務の増加781百万円など資金増加項目を上回ったことによ

ります。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得559百万円などの支出に対し、投資有価証券

の売却1,309百万円などの収入があり、プラス701百万円（前連結会計年度マイナス685百万）となりまし

た。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払いによる162百万円の支出があり、マイナス162百万

円（前連結会計年度マイナス283百万）となりました。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

当社グループの事業は「水道用・環境衛生用機器事業」並びにこれらに付帯する業務の単一事業であり

ますので、製品区分別に記載しております。

販売の状況については「１　業績等の概要」に記載しております。

　

(1) 生産実績

当連結会計年度の生産実績を製品区分別に示すと、次のとおりであります。

　

製品区分別

当連結会計年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

生産高(百万円) 前年同期比(％)

下水機械装置 15,632 4.1

上水等機械装置 3,166 △7.5

汎用弁栓 3,694 △11.5

制御弁・門扉 5,515 29.7

その他 4,244 △11.0

合計 32,253 2.0

(注) １　金額は販売価格により表示しております。

２　金額は消費税等抜きで表示しております。

　

(2) 受注実績

当連結会計年度の受注状況を製品区分別に示すと、次のとおりであります。

　

製品区分別

当連結会計年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

下水機械装置 18,659 18.6 15,046 24.7

上水等機械装置 1,751 △59.2 1,618 △50.0

汎用弁栓 3,507 △13.3 398 △17.8

制御弁・門扉 3,944 △25.5 1,915 △13.5

その他 5,501 8.6 2,969 88.2

合計 33,363 △3.1 21,949 12.1

(注) １　金額は販売価格により表示しております。

２　金額は消費税等抜きで表示しております。
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３ 【対処すべき課題】

当社グループの関連する事業環境は、依然として非常に厳しい状況にあり、業績を回復させるために、収

益の確保と競争力の強化が重要な課題であります。

上・下水道市場においては、顧客ニーズに即した独自の技術・製品開発を強化し、当社グループの独自技

術の高度化や製品の差別化を図り、製販一体となった組織的・効率的な提案営業活動により、価格競争から

の脱却を図るほか、利益重視の選別受注を行うことにより収益の改善を図ります。

また、当社グループにとって新規市場である、環境関連分野における民間の市場においては、土壌・地下

水汚染浄化事業、産業廃水処理事業、有機性廃棄物資源化事業を主体として、ユーザーが抱える問題に対し、

永年培ってきた水処理技術をもとに、ソリューションを提案していくことにより、事業の拡大を図りなが

ら、オンサイト事業などの事業形態を含めた提案や、高濃度廃水分野への積極的な展開も図ります。さらに、

バイオマス事業、海外事業においても、着実な事業展開を図ってまいります。

そして、これらの施策により、官民バランスのとれた受注の拡大に努めてまいります。

一方、競争力を向上させるために、営業から流通までの各業務プロセスの改革と情報の共有化により、

リードタイムの短縮、管理の精度向上、品質向上を図り、低原価体質を基調とした企業体質の構築をさらに

推し進め、業績の向上と経営基盤の強化・充実を図ってまいります。

　

４ 【事業等のリスク】

当社グループの経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなも

のがあります。なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末日現在において当社グループが

判断したものであります。

　

(1) 市場環境の変動

当社グループの事業は、公共事業が占める割合が高いため、国及び地方公共団体の財政状態による公共事

業予算の削減並びにコスト縮減や予算執行状況により、業績に影響を受ける可能性があります。

　

(2)資機材価格の急激な変動

資機材価格が急激に高騰し、それを販売価格に反映させることが困難な場合には、業績に影響を受ける可

能性があります。

　

(3)株式市場の動向

当社グループが保有している有価証券は、その大半が株式であるため、株式市場の動向により、業績に影

響を受ける可能性があります。

　

(4)退職給付費用及び債務

年金資産の時価の変動や運用利回りの状況、割引率等の退職給付債務算定に用いる前提に変更があった

場合には、業績に影響を受ける可能性があります。

　

(5)事業計画の大幅な未達

当社グループが策定した事業計画が、様々な要因により大幅に未達となった場合には、当社グループの経

営に重大な影響を与える可能性があります。
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(6)業績の下期偏重による季節的な変動

当社グループの売上高は、下半期に完成する工事の割合が大きいため、上半期の売上高と下半期の売上高

との間に、著しい相違があります。最近２連結会計年度の上半期及び下半期の実績は、下記のとおりであ

ります。

　
　

項目

前連結会計年度
(自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

上半期
(百万円)

下半期
(百万円)

通期
(百万円)

上半期
(百万円)

下半期
(百万円)

通期
(百万円)

売上高
(構成比)

8,444
(26.4％)

23,520
(73.6％)

31,965
(100.0％)

6,492
(20.9％)

24,507
(79.1％)

31,000
(100.0％)

営業利益又は
営業損失(△)

△1,681 643 △1,037 △2,524 △1,759 △4,284

　

５ 【経営上の重要な契約等】

(1) 主要な技術導入契約

　

契約会社名 相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間

前澤工業株式会社

(当社)
望　月　たく夫 日本 混気ジェットポンプ

１　国内の上下水道分野における

通常実施権

平成14年６月より

平成29年５月まで

〃 セーバー社 ドイツ

汚泥乾燥機

(通気バンド式汚泥乾

燥機)

１　ノウハウの日本における独占

製造販売権と外国での非独占

販売権

平成15年12月より

平成20年12月まで

〃 エンバイロジェン社 アメリカ
土壌・地下水汚染の処

理技術

１　ノウハウ及び国内における独

占製造権・販売権

平成６年11月より

平成20年11月まで

〃 OTV SA社 フランス
高速凝集沈殿池

システム

１　国内における特許およびノウ

ハウについての非独占ライセ

ンス

平成13年12月より

平成23年12月まで

(注)　上記については、ロイヤリティとして売上高の一定率を支払う契約となっております。
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６ 【研究開発活動】

当社グループの当連結会計年度における研究開発費の総額は798百万円であり、生活環境分野で使用さ

れる水処理装置及び機器メーカーとして、社会に貢献する製品の開発を進めております。

なお、当社グループの事業は「水道用・環境衛生用機器事業」並びにこれらに付帯する業務の単一事

業でありますので、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。また、研究開発活動は製品区分

別に行っていないため、研究部門別に「水処理装置部門」、「機器部門」、「その他の部門」とに区分し

て記載しております。

当連結会計年度における主な研究開発成果は次のとおりであります。

　

(1) 水処理装置部門

上水道分野では、重点製品としてMIEX（帯磁性イオン交換樹脂）による有機物除去システムの販売を

推進しています。MIEX処理システムは水中に溶存する有機物を除去する新しい処理方式です。有機物、色

度、トリハロメタン対策などに有効であり、既に高度浄水処理設備を導入済みである事業体等においても

維持管理費の削減に寄与できるシステムです。独自技術であるPTFE製膜ろ過は浸漬型、ケーシング収納型

を開発し、上水・下水・産業排水向けなどに実績を積み重ねており、今後もMIEX処理システムと同様に重

点製品として販売推進していきます。

下水道分野では、マルチメッシュスクリーン（MMS）、新型ピンラック除塵機、マエセパプレス（し渣分

離脱水機）などの技術開発や空気注入による伏越し管内堆積物除去（AFUシステム）などによる新たな

分野への技術開発も推進しております。水質改善を目的とした脱リン・脱窒プロセスなどの高度処理シ

ステムや枯渇資源として注目を集めていますリンについては下水あるいは汚泥からのリン回収技術も実

践しております。

バイオマス関連では下水・養豚事業でのバイオガスプラントから発生したバイオガスを精製・充填し

コージェネレーション燃料として利活用することを試みています。

水質試験分野では、分析センターの水質精度管理を向上させたことによって、信頼性を高め、水道法20

条に基づく登録水質検査機関として、高い評価を受けています。水質検査は水処理システム、運転維持管

理のための評価判定をする指標のひとつとして捉えられ重要な位置づけとなっております。今後も精度

管理を徹底し、新たな分析手法・項目に挑戦していきます。

この部門の研究開発費は677百万円であります。

　

(2) 機器部門

機器部門では、安全で安心して飲める水の供給に寄与するための研究や製品開発に取り組んできまし

た。また、水道施設の耐震化率向上のための耐震性や施工性に優れた製品の開発、さらに水の安定供給の

ための調整弁の開発や蓄電池等を使用せず駆動可能な緊急遮断弁の開発にも取り組んでおります。

この部門の研究開発費は84百万円であります。

　

(3) その他の部門

土壌浄化分野では、油・重金属の分離技術の研究等を行っております。グリッドコアについては、耐水

性、強度など物理特性等のデータの収集や、準不燃・不燃の耐火ボード、耐水ボードなどの高機能ボード

の開発を進めております。

この部門の研究開発費は37百万円であります。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公平妥当と認められている会計基準に基づき

作成されております。この連結財務諸表の作成に当たって採用している重要な会計基準は、「第５　経理

の状況　１　連結財務諸表等　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載されているとお

りであります。

なお、損益及び資産の状況に影響を与える見積りは、過去の実績やその時点での情報に基づき合理的に

判断しておりますが、実際の結果は見積りそのものに不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合

があります。

　

(2) 当連結会計年度の経営成績

当連結会計年度の経営成績の概況につきましては、「第２　事業の状況　１　業績等の概要　(1) 業績」

に記載されているとおりであります。

　

(3) 経営成績に影響を与える要因

経営成績に影響を与える要因につきましては、「第２　事業の状況　４　事業等のリスク」に記載されて

いるとおりであります。

　

(4) 戦略的現状と見通し

当社グループは、官民バランスのとれた受注の拡大に努める一方、低原価体質を基調とした企業体質の

構築をさらに推し進める所存であります。

　

(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

資本の財源及び資金の流動性についての分析につきましては、「第２　事業の状況　１　業績等の概要　

(2) キャッシュ・フローの状況」に記載されているとおりであります。

　

(6) 経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループの関連する事業環境は、依然として非常に厳しい状況にあり、業績を回復させるために、

収益の確保と競争力の強化が重要な課題であります。

このような状況の中で、当社グループは企業理念である、「水とともに躍進し、人間らしさを求め、社会

に貢献できる魅力ある企業」の実現をめざし、事業を展開しております。創業以来70年にわたり実績を積

み上げてきた上下水道用機器・水処理装置の製造及び販売をもとに、“水”に関わる分野の社会資本整

備、浄化事業に積極的に取り組むとともに、さらに広く“環境”関連分野への進出を図り、人と環境に優

しい技術・製品を提供してまいります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資額は、790百万円であり、その主なものは、木型・金型・モールドなど工具の更

新311百万円のほか、機械装置の改修等234百万円などであります。

なお、当社及び連結子会社の事業は「水道用・環境衛生用機器事業」並びにこれらに付帯する業務の単一

事業でありますので、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。また、設備投資は製品区分別に

区分できないため、製品区分別の記載を省略しております。

当連結会計年度において、生産能力に重要な影響を及ぼすような設備の売却、滅失はありません。

　

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

　

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

本社
(東京都中央区)

統括設備 12 ─ ─ 7 20 41

アクアテクノセンター
(埼玉県川口市)

設計、工事、販売統
括設備

965 26
48

(5,605)
113 1,153 263

埼玉製造所
(埼玉県幸手市)

弁栓、門扉、機械装
置製造設備
保管配送設備

1,689 724
3,294
(92,011)
[961]

288 5,998 215

開発本部
(埼玉県川口市、幸手市)

研究開発 160 14 ─ 93 268 36

営業店・営業所

東京支店
(東京都中央区)

販売設備 ─ ─ ─ 1 1 19

大阪支店
(大阪市淀川区)

販売設備 12 ─ ─ 12 24 48

名古屋支店
(名古屋市中村区)

販売設備 4 ─
15
(24)

3 22 23

東北支店他6事業所
(宮城県仙台市他)

販売設備 6 ─ ─ 11 18 93

富士工場
(静岡県富士市)

グリッドコア
製造設備

0 0 ─ 0 0 4

厚生施設
(埼玉県上尾市)

その他の設備 85 ─
215

(1,435)
1 302 ─

その他
(栃木県那須町他)

その他の設備 ─ 96
58

(8,494)
─ 154 ─

(注) １　帳簿価額のうち、「その他」は、工具、器具及び備品であります。なお、金額には消費税等を含めておりません。

２　上記中土地欄の[外書]は、連結会社以外からの賃借設備[面積㎡]であります。

３　開発本部の土地・建物は一部を除き、アクアテクノセンターおよび埼玉製造所に含まれております。
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(2) 国内子会社

　

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

㈱前澤エンジニアリング
サービス
(埼玉県川口市他)

設計、工事、販売統
括、販売設備

─ ─ ─ 5 5 154

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品であります。なお、金額には消費税等を含めておりません。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

該当事項はありません。

　

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年5月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年8月28日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内　　　　容

普通株式 21,425,54821,425,548
東京証券取引所
市場第一部

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式

計 21,425,54821,425,548― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成８年５月15日(注) 600,00021,425,548 813 5,233 813 4,794

(注)　有償一般募集

発行価格2,710円、資本組入額1,355円
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(5) 【所有者別状況】

平成20年5月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数(人) 0 36 27 81 43 0 4,7544,941 ―

所有株式数
(単元)

0 40,0831,82947,19328,259 0 96,777214,14111,448

所有株式数
の割合(％)

0.0 18.72 0.85 22.0413.20 0.0 45.19100.00 ―

(注) １　自己株式889,174株は「個人その他」の欄に8,891単元及び「単元未満株式の状況」の欄に74株含まれており

ます。

２　「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が5,964単元含まれております。

　

(6) 【大株主の状況】

平成20年5月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

エスエフピー　バリュー　リアリゼーショ
ン　マスター　ファンド
(常任代理人 クレディ・スイス証券株式
会社)

PO BOX 309GT,UGLAND HOUSE,SOUTH CHURCH 
STREET GEORGE TOWN,GRAND CAYMAN,CAYMAN 
ISLAND,BRITISH WEST INDIES
（東京都港区六本木1丁目6番1号）

1,713 7.99

前澤化成工業株式会社 東京都中央区八重洲２丁目７番２号 1,229 5.73

前澤給装工業株式会社 東京都目黒区鷹番２丁目13番５号 1,198 5.59

財団法人前澤育英財団 東京都中央区八重洲２丁目７番２号 1,036 4.83

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 721 3.36

前澤工業取引先持株会 東京都中央区八重洲２丁目７番２号 674 3.14

前澤工業従業員持株会 東京都中央区八重洲２丁目７番２号 484 2.26

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１番１号 482 2.25

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11番３号 351 1.64

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２丁目２番１号 335 1.56

計 ― 8,226 38.39

(注) １　日本マスタートラスト信託銀行株式会社の上記所有株式数は、すべて信託業務に係る株式であります。

２　上記のほか、自己株式が889千株（所有株式割合4.15%)あります。

３　上記のほか、証券保管振替機構名義の株式が596千株（所有株式割合2.78%)あります。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年5月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）
普通株式 

889,100
―

株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式（その他）
普通株式 

20,525,000
205,250 同上

単元未満株式
普通株式 

11,448
― 同上

発行済株式総数 21,425,548― ―

総株主の議決権 ― 205,250 ―

(注) １　単元未満株式には当社所有の自己株式74株が含まれております。

２　「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、596,400株(議決権5,964個)含まれて

おります。

　

② 【自己株式等】

平成20年5月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所
有株式数
(株)

他人名義所
有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
前澤工業株式会社

東京都中央区八重洲
２丁目７番２号

889,100― 889,100 4.14

計 ― 889,100― 889,100 4.14

　

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第３号及び第７号による普通株式の取得

　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

　
　

　

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会(平成20年7月18日決議)での決議状況
(取得期間　平成20年7月22日～平成20年8月21日)

2,200,000 550,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 ― ―

残存決議株式の総数及び価額の総額 ― ―

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) ― ―

当期間における取得自己株式 2,200,000 532,400,000

提出日現在の未行使割合(％) ― ―

　
　

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（百万円）

当事業年度における取得自己株式 160 0

当期間における取得自己株式 ─ ─

（注）　当期間における取得自己株式には平成20年8月1日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

　　　取りによる株式数は含めておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(百万円)

株式数(株)
処分価額の総額
(百万円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る移
転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(単元未満株式の買増請求) 146 0 ― ―

保有自己株式数 889,174 ― 3,089,174 ―

　
(注) 当期間における保有自己株式数には、平成20年8月1日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満買取り及び買
増しによる株式数は含まれておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、株主の皆様への利益還元を経営上の重要課題のひとつと考えております。

配当につきましては、中長期的な配当性向の目安を３０％としておりますが、当該年度及び今後の業績、財

産状況等を勘案し、継続的に配当を行いたいと考えております。

当期の期末配当金につきましては、会社の利益配分に関する基本方針及び安定的な配当を考慮し１株当

たり４円とし、中間配当金（４円）と合わせて、年間で１株当たり８円としております。

内部留保した資金につきましては、経営基盤の充実ならびに将来の事業展開に活用し、将来的な収益の向

上を通じて株主の皆様に還元できるものと考えております。

なお、当社は、会社法第454条第５項に規定する中間配当を行なうことができる旨を定款に定めており、剰

余金の配当は中間配当および期末配当の年２回を基本としておりますが、配当の決定機関は、中間配当は取

締役会、期末配当は株主総会であります。

　

(注)　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 配当金総額
（百万円）

1株当たり配当額
（円）

平成20年1月18日
取締役会決議

82 4.00

平成20年8月28日
定時株主総会決議

82 4.00

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第58期 第59期 第60期 第61期 第62期

決算年月 平成16年５月 平成17年５月 平成18年５月 平成19年５月 平成20年５月

最高(円) 608 700 1,078 865 573

最低(円) 405 540 587 525 203

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものを記載しております。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年12月 平成20年１月 平成20年２月 平成20年３月 平成20年４月 平成20年５月

最高(円) 345 286 295 280 277 285

最低(円) 264 203 213 210 231 235

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものを記載しております。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役社長

代表取締役
松　原　　　正 昭和30年9月23日生

昭和53年4月 当社入社

(注）3 12

平成17年4月 環境事業本部環境システム事業部

長兼環境プラント営業部長兼国際

部長

平成17年6月 執行役員

平成18年8月 取締役

平成18年9月 営業統括本部環境システム事業部

長兼国際部長

平成19年2月 代表取締役社長(現)

常務取締役 環境事業本部長 矢　尾　　　眞 昭和25年3月27日生

昭和48年4月 当社入社

(注）3 7

平成11年9月 環境事業本部エンジニアリング゛

事業部長

平成14年4月 東部支社東京支店長

平成17年4月 中央研究所長

平成17年6月 執行役員

平成19年8月 取締役

平成20年8月 常務取締役環境事業本部長(現)

常務取締役

バルブ事業

本部長

兼埼玉製造所長

吉　田　隆　志 昭和25年1月9日生

昭和43年4月 当社入社

(注）3 3

平成9年4月 茨城支店長

平成15年6月 バルブ事業本部バルブ事業部長

平成17年4月 バルブ事業本部埼玉製造所長

平成17年6月 執行役員

平成18年9月 埼玉製造所長（現）

平成19年8月 取締役

平成20年4月 バルブ事業本部長（現）

平成20年8月 常務取締役(現)

取締役 民需事業本部長 安　部　收　司 昭和24年10月20日生

昭和47年4月 当社入社

(注）3 5

平成15年8月 産業環境事業部長

平成17年6月 執行役員

平成19年8月 民需事業本部長（現）

平成20年8月 取締役(現)

取締役

管理本部長

兼総務・人事部

長

三　浦　雅　道 昭和24年12月23日生

昭和47年4月 当社入社

(注）3 1

平成7年4月 総務本部人事部長

平成10年4月 管理本部業務部長

平成13年8月 管理本部人事部長

平成14年10月
バルブ事業本部埼玉製造所業務部

長

平成18年4月 バルブ事業本部埼玉製造所副所長

平成19年4月 管理本部総務・人事部長（現）

平成19年6月 執行役員

平成20年8月 取締役管理本部長(現)

取締役

開発本部長兼

安全品質統括室

長

高　岡　伸　幸 昭和26年10月1日生

昭和51年4月 当社入社

(注）3 ―

平成14年4月
環境事業本部エンジニアリング事

業部長

平成17年6月 執行役員

平成20年4月 民需事業本部産業環境事業部長

平成20年8月
取締役開発本部長兼安全品質統括

室長(現)

取締役 経営企画室長 三田　志津雄 昭和31年1月9日生

平成7年1月 当社入社

(注）3 ―

平成16年4月 企画調査室長

平成17年4月 経営企画室長（現）

平成19年6月 執行役員

平成20年8月 取締役(現)

取締役 佐々木　　　寛 昭和22年3月25日生

昭和46年4月 社団法人日本能率協会（現　株式

会社日本能率協会コンサルティン

グ）経営コンサルタント (注）3 ―
平成元年12月 佐々木寛事務所所長（現）

平成19年8月 当社取締役(現)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(千株)

監査役

常勤
岡　村　信　雄 昭和24年1月8日生

昭和46年4月 当社入社

(注）4 8

平成5年4月 総務本部総務部長

平成9年4月 環境事業本部営業企画部長

平成11年4月 環境事業本部エンジニアリング事

業部管理部長

平成14年4月 管理本部経理部長

平成18年4月 法務・監査部長

平成19年8月 監査役(現)

監査役 安　部　公　己 昭和37年2月15日生

平成4年4月 弁護士登録

(注）5 ―平成7年7月 安部公己法律事務所所長(現)

平成18年8月 当社監査役(現)

監査役 田　村　紀　彦 昭和15年7月9日生

昭和38年4月 株式会社三菱銀行（現　株式会社

三菱東京UFJ銀行）入社

(注）4 ―

平成3年3月 株式会社三菱銀行退社

平成3年4月 田村公認会計士事務所所長（現）

平成3年6月 ジーエルサイエンス株式会社監査

役（現）

平成13年12月 エー・ディ・エム株式会社監査役

（現）

平成19年8月 当社監査役(現)

監査役 鈴　木　浩　明 昭和39年6月27日生

平成3年7月 朝日生命保険相互会社入社

(注）6 ―

平成7年2月 朝日生命保険相互会社退社

平成11年6月 鈴木社会保険労務士事務所所長

(現)

平成16年4月 有限会社ヴェルズ代表取締役

（現）

平成20年8月 当社監査役(現)

計 36

(注)1　取締役佐々木寛は、会社法第2条第15号に定める社外取締役であります。

(注)2　監査役安部公己、田村紀彦、鈴木浩明は会社法第2条第16号に定める社外監査役であります。

(注)3　取締役の任期は平成20年5月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年5月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

(注)4　監査役岡村信雄及び田村紀彦の任期は、平成19年5月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年5月期

に係る定時株主総会終結の時までであります。

(注)5　監査役安部公己の任期は、平成18年5月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年5月期に係る定時株

主総会終結の時までであります。

(注)6　監査役鈴木浩明の任期は、平成20年5月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年5月期に係る定時株

主総会終結の時までであります。

　

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、「水とともに躍進し、人間らしさを求め、社会に貢献できる魅力ある企業」の実現をめざして

おります。株主の皆様をはじめとするステークホルダーに対し、永続的な事業発展による企業価値の向上

を図り、企業としての社会的使命を果たすことができる信頼性の高い経営を実現することを、コーポレー

ト・ガバナンスの基本的な考え方としております。

　

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

①　会社の機関の内容

取締役会は、平成20年8月28日現在で社外取締役1名を含む取締役8名で構成され、法令もしくは定款

に定められた事項、経営に関する重要な事項など、経営上の意思決定を行うとともに、業務執行の監督

を行っております。
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また、当社では監査役制度を採用しており、監査役会は社外監査役３名を含む監査役４名で構成さ

れ、監査役会で定めた方針や分担に従い、監査を行っているほか、社内監査部門や会計監査人との連携

等により、監査の充実を図っております。

　

②　内部統制システムおよびリスク管理体制の整備の状況

監査役監査および会計監査のほか、代表取締役社長の直轄組織として法務・監査部（人員5名）を設

置し内部業務監査を行っております。

さらに、コンプライアンスについても重視しており、社長以下役付取締役と外部有識者(弁護士)を委

員とするコンプライアンス委員会を中心に、社内啓蒙活動を展開し、法令・社内諸規則の遵守徹底およ

び企業倫理の維持向上に取り組んでおります。

　

③　内部監査及び監査役監査、会計監査の状況

代表取締役社長の直轄組織として法務・監査部を設置し、内部業務監査を行っております。各部門の

業務監査ならびに社長特命による監査を実施し、監査結果を社長に報告しております。

監査役は、監査役会で定めた監査の方針、業務の分担等に従い、取締役会その他重要な会議への出席、

取締役等からの営業の報告の聴取、重要な決裁書類等の閲覧、主要な事業所における業務および財産の

状況の調査、子会社からの営業の報告を行っております。

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は加藤明男及び熊野充であり、SK東京監査法人に所属し

ております。監査年数は加藤明男及び熊野充が2年であります。また、当社の会計監査業務に係る補助者

は、公認会計士4名、会計士補他6名であります。

　
　

④　会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概

要

社外取締役は1名、社外監査役は３名であります。社外取締役及び社外監査役との人的関係、資本的関

係又は取引関係その他の利害関係はありません。
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⑤　役員報酬の内容

平成20年5月期における当社役員に対する報酬は、取締役に対する報酬が総額95百万円であり、監査

役に対する報酬が総額19百万円であります。

　

⑥　監査報酬の内容

当社のSK東京監査法人への公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬は30百万円であ

り、上記以外の業務に基づく報酬はありません。

　

⑦　取締役の定数

当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。

　

⑧　責任限定契約の概要

当社は、会社法第427条第１項に基づき、社外取締役及び社外監査役との間において、会社法第423条

第１項の損害賠償責任について、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは限定する契約

を締結しております。当該契約の基づく賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項各号の額の合計額

としております。

　

⑨　株主総会決議事項を取締役会で決議することができることとした事項及びその理由

当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に

遂行することを可能とするため、会社法第165条第2項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取

引等により自己の株式を取得できる旨を定款で定めております。

また、当社は、株主への機動的な利益還元を行うために、取締役会の決議によって、毎年11月30日を基

準日として中間配当を行うことができる旨を定款で定めております。

　

⑩　取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の3分の1以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。また、取締役の選任決議は、累

積投票とよらないものとする旨を定款で定めております。

　

⑪　株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を図るため、会社法第309条第2項に定める決議は、議決権を行使する

ことができる株主の議決権の3分の1以上を有する株主が出席し、その議決権の3分の2以上をもって行

う旨を定款で定めております。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前連結会計年度（平成18年6月1日から平成19年5月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に

基づき、当連結会計年度（平成19年6月1日から平成20年5月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前事業年度（平成18年6月1日から平成19年5月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、

当事業年度（平成19年6月1日から平成20年5月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成し

ております。

　

２　監査証明について

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年6月1日から平成19年5月31日

まで）及び第61期事業年度（平成18年6月１日から平成19年5月31日まで）の連結財務諸表並びに財務諸表

については、監査法人加藤事務所により監査を受け、また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づ

き、当連結会計年度（平成19年6月1日から平成20年5月31日まで）及び第62期事業年度（平成19年6月1日か

ら平成20年5月31日まで）の連結財務諸表並びに財務諸表については、ＳＫ東京監査法人により監査を受け

ております。

なお、従来から当社が監査証明を受けている監査法人加藤事務所は平成20年1月15日に名称を変更し、Ｓ

Ｋ東京監査法人となりました。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

　
前連結会計年度
(平成19年5月31日)

当連結会計年度
(平成20年5月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 7,754 8,434

　２　受取手形及び売掛金 ※３ 6,729 6,350

　３　有価証券 1,815 3

　４　たな卸資産 8,657 10,375

　５　前払費用 103 145

　６　繰延税金資産 10 15

　７　金銭の信託 1,400 －

　８　その他 154 296

　９　貸倒引当金 △22 △15

　　　流動資産合計 26,60264.2 25,60668.2

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産

　　(1) 建物及び構築物 7,436 7,380

　　　　減価償却累計額 4,344 3,092 4,444 2,936

　　(2) 機械装置及び運搬具 6,925 6,442

　　　　減価償却累計額 5,764 1,161 5,580 862

　　(3) 工具、器具及び備品 4,198 4,228

　　　　減価償却累計額 3,662 535 3,689 538

　　(4) 土地 3,661 3,633

　　(5) 建設仮勘定 － 15

　　　有形固定資産合計 8,45020.4 7,98521.3

　２　無形固定資産 304 0.8 370 1.0

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 5,149 2,960

　　(2) 長期貸付金 146 90

　　(3) 長期前払費用 97 58

　　(4) 繰延税金資産 97 94

　　(5) その他
※1
※2

609 418

　　(6) 貸倒引当金 △46 △33

　　　投資その他の資産合計 6,05414.6 3,5889.5

　　　固定資産合計 14,80835.8 11,94431.8

　　　資産合計 41,411100.0 37,551100.0
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　 前連結会計年度
(平成19年5月31日)

当連結会計年度
(平成20年5月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形及び買掛金 9,168 9,857

　２　未払金 569 697

　３　未払賞与 270 245

　４　未払法人税等 110 167

　５　前受金 6,456 6,892

　６　工事損失引当金 130 680

　７　工事補償引当金 88 30

　８　その他 150 268

　　　流動負債合計 16,94540.9 18,83950.2

Ⅱ　固定負債

　１　退職給付引当金 1,391 1,579

　２　役員退職慰労引当金 151 31

　３　長期未払金 － 109

　４　繰延税金負債 925 555

　　　固定負債合計 2,4686.0 2,2756.0

　　　負債合計 19,41446.9 21,11456.2

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 5,233 5,233

　２　資本剰余金 4,794 4,794

　３　利益剰余金 11,201 6,183

　４　自己株式 △474 △474

　　　株主資本合計 20,75550.1 15,73741.9

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価
　　　差額金

1,241 698

　　　評価・換算差額等合計 1,2413.0 698 1.9

　　　純資産合計 21,99653.1 16,43643.8

　　　負債純資産合計 41,411100.0 37,551100.0
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② 【連結損益計算書】

　
前連結会計年度

(自　平成18年6月１日 
 至　平成19年5月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年6月１日 
 至　平成20年5月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 31,965100.0 31,000100.0

Ⅱ　売上原価 27,29185.4 28,96293.4

　　　売上総利益 4,67314.6 2,0386.6

Ⅲ　販売費及び一般管理費
※１
※２

5,71117.9 6,32220.4

　　　営業損失(△) △1,037△3.3 △4,284△13.8

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 16 22

　２　受取配当金 77 80

　３　有価証券売却益 30 5

　４　試験収入 ─ 106

　５　その他 42 167 0.5 31 246 0.8

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 11 12

　２　有価証券売却損 ─ 27

　３　貸倒引当金繰入額 1 ─

　４　その他 1 14 0.0 8 48 0.2

　　　経常損失(△) △884△2.8 △4,085△13.2

Ⅵ　特別利益

　１　有価証券売却益 ― 53

　２　貸倒引当金戻入益 33 8

　３　固定資産売却益 ※３ ― 33 0.1 14 75 0.2

Ⅶ　特別損失

　１　固定資産除却損 ※４ 49 84

　２　固定資産売却損 ※５ 0 6

　３　固定資産撤去費用 10 12

　４　ゴルフ会員権評価損 0 ―

　５　貸倒引当金繰入額 ― 0

　６　工事補償引当金繰入額 88 30

　７　たな卸資産評価損 65 73

　８　減損損失 ※６ ― 464

　９　操業度差異 ※７ 171 386 1.2 ― 672 2.1

　　　税金等調整前
　　　当期純損失(△)

△1,236△3.9 △4,682△15.1

　　　法人税、住民税及び
　　　事業税

110 174

　　　法人税等調整額 17 128 0.4 △4 170 0.6

　　　当期純損失(△) △1,365△4.3 △4,853△15.7
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自 平成18年6月1日　至 平成19年5月31日）

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

金額（百万円）

平成18年5月31日残高 5,233 4,794 12,853 △474 22,407 1,521 1,521 23,929

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △287 △287 △287

　当期純損失 △1,365 △1,365 △1,365

　自己株式の取得 △0 △0 △0

　自己株式の処分 0 0 0

　株主資本以外の項目の連結

　会計年度中の変動額(純額)
△279 △279 △279

連結会計年度中の変動額合計 ─ ─ △1,652 △0 △1,652 △279 △279 △1,932

平成19年5月31日残高 5,233 4,794 11,201 △474 20,755 1,241 1,241 21,996

　

当連結会計年度(自 平成19年6月1日　至 平成20年5月31日）

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

金額（百万円）

平成19年5月31日残高 5,233 4,794 11,201 △474 20,755 1,241 1,241 21,996

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △164 △164 △164

　当期純損失 △4,853 △4,853 △4,853

　自己株式の取得 △0 △0 △0

　自己株式の処分 0 0 0

　株主資本以外の項目の連結

　会計年度中の変動額(純額)
△542 △542 △542

連結会計年度中の変動額合計 ─ ─ △5,017 △0 △5,017 △542 △542 △5,560

平成20年5月31日残高 5,233 4,794 6,183 △474 15,737 698 698 16,436
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】
　

前連結会計年度
(自　平成18年6月１日 
 至　平成19年5月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年6月１日 
 至　平成20年5月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー
　１　税金等調整前当期純損失(△) △1,236 △4,682
　２　減価償却費 820 782
　３　引当金の増減額 △575 598
　４　受取利息及び受取配当金 △94 △102
　５　支払利息 11 12
　６　有価証券売却益 △30 △58
　７　有価証券売却損 ― 27
　８　減損損失 ― 464
　９　固定資産売却益 ― △14
　10　固定資産除却損 49 84
　11　固定資産売却損 0 6
　12　売上債権の減少額 2,463 323
　13　たな卸資産の増加額 △381 △1,718
　14　仕入債務の増減額 △4,637 781
　15　前受金の増加額 886 435
　16　未払消費税等の減少額 △256 △28
　17　未払賞与の減少額 △344 △24
　18　その他の流動資産の増減額 16 △72
　19　その他の流動負債の増加額 19 44
　20　その他 8 84
　　　　小計 △3,282 △3,055
　21　利息及び配当金の受取額 94 103
　22　利息の支払額 △11 △12
　23　法人税等の支払額 △125 △106
営業活動によるキャッシュ・フロー △3,324 △3,071

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー
　１　有価証券の売却による収入 200 ―
　２　有形固定資産の取得による支出 △462 △559
　３　有形固定資産の売却による収入 0 46
　４　無形固定資産の取得による支出 △194 △209
　５　投資有価証券の取得による支出 △200 ―
　６　投資有価証券の売却による収入 77 1,309
　７　貸付けによる支出 △50 △55
　８　貸付金の回収による収入 71 11
　９　定期預金の預け入れによる支出 △100 △0
　10　定期預金の解約による収入 ― 200
　11　その他 △27 △40
投資活動によるキャッシュ・フロー △685 701

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー
　１　短期借入れによる収入 3,000 3,200
　２　短期借入金の返済による支出 △3,000 △3,200
　３　自己株式の取得・売却による収支 △0 △0
　４　配当金の支払額 △283 △162
財務活動によるキャッシュ・フロー △283 △162
Ⅳ　現金及び現金同等物の減少額(△) △4,293 △2,531
Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 15,200 10,906
Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 10,906 8,374
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

項目
前連結会計年度

(自　平成18年6月１日
至　平成19年5月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年6月１日
至　平成20年5月31日)

１　連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数　　　　　　１社

　　連結子会社の名称

　　㈱前澤エンジニアリングサービス

(2) 非連結子会社名

　　㈱ウォーテック北海道

　連結の範囲から除いた理由

非連結子会社㈱ウォーテック北海

道は小規模会社であり、総資産、売上

高、当期純損益及び利益剰余金(持分

に見合う額)等はいずれも連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしていない

ためであります。

(1) 連結子会社の数

同左

 

(2) 非連結子会社名

同左

　連結の範囲から除いた理由

同左

２　持分法の適用に関する事

項

(1) 持分法を適用した非連結子会社数

　　該当会社はありません。

(2) 持分法を適用した関連会社数

　　該当会社はありません。

(3) 持分法を適用しない非連結子会社

及び関連会社のうち主要な会社等の

名称

　　㈱ウォーテック北海道

　持分法を適用しない理由

持分法非適用会社は、当期純損益

及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ重要性がないため、持

分法の適用から除外しております。

(1) 持分法を適用した非連結子会社数

同左

(2) 持分法を適用した関連会社数

同左

(3) 持分法を適用しない非連結子会社

及び関連会社のうち主要な会社等の

名称

同左

　持分法を適用しない理由

同左

３　連結子会社の事業年度に

関する事項

連結子会社の事業年度末日と連結決算

日は一致しております。

同左

４　会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

　①　有価証券

その他有価証券

(時価のあるもの)

決算期末日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全部

純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定)によっております。

(時価のないもの)

移動平均法による原価法に

よっております。

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

　①　有価証券

その他有価証券

(時価のあるもの)

同左

 
 
 
 
 

(時価のないもの)

同左

　②　たな卸資産

主に、先入先出法による原価

法によっております。

　②　たな卸資産

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年6月１日
至　平成19年5月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年6月１日
至　平成20年5月31日)

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

　①　有形固定資産

旧定率法及び旧定額法によって

おります。

建物…旧定率法及び旧定額法

その他…旧定率法

(平成10年４月１日以降取得し

た建物(建物付属設備を除く)に

ついては、旧定額法を採用して

おります。)

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物及び構築物 ３～50年

機械装置及び運搬具 ２～17年

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

　①　有形固定資産

同左

 

 

 

　②　無形固定資産

定額法によっております。

なお、ソフトウェア(自社利用

分)については社内における利

用可能期間(５年)に基づく定額

法によっております。

　②　無形固定資産

同左

(3) 重要な引当金の計上基準

　①　貸倒引当金

(3) 重要な引当金の計上基準

　①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能

見積額を計上しております。

同左

　②　役員賞与引当金 ──────────

役員に対する賞与の支払に備え

て、役員賞与支給見込額を計上

しております。

　③　工事損失引当金 　③　工事損失引当金

受注工事の損失発生に備えるた

め、当連結会計年度末の手持受

注工事のうち、損失発生の可能

性が高く、かつ、その金額を合理

的に見積ることが可能な工事に

ついて、損失見込額を計上して

おります。

同左

 

　④　工事補償引当金 　④　工事補償引当金

引渡しを完了した工事等に係る

瑕疵担保の費用に備えるため、

将来の見積補償額に基づき計上

しております。

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年6月１日
至　平成19年5月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年6月１日
至　平成20年5月31日)

　⑤　退職給付引当金 　⑤　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。

数理計算上の差異については、

発生年度に全額損益処理してお

ります。

同左

　⑥　役員退職慰労引当金 　⑥　役員退職慰労引当金

役員退職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。

連結子会社は役員退職慰労金の

支給に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上しており

ます。

（追加情報）

連結財務諸表提出会社は平成19

年8月30日の定時株主総会の終

結時をもって役員退職慰労金制

度を廃止したため、引当金残高

を取り崩し、当連結会計期間末

未払額60百万円については固定

負債の「長期未払金」へ振替え

ており、その支払は役員の退任

時としております。

(4) 重要なリース取引の処理方法 (4) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

同左

(5) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

(5) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理

税抜き方式によっております。 同左

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法

については、全面時価評価法を採用して

おります。

同左

６　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期日の到

来する短期投資からなっております。

同左
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表示方法の変更

　
前連結会計年度

(自　平成18年6月１日
至　平成19年5月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年6月１日
至　平成20年5月31日)

（連結損益計算書）

 ─────────
 

前連結会計年度において営業外収益の「その他」に
含めて表示しておりました「試験収入」（前連結会計
年度18百万円）は、営業外収益の10/100を超えたため、
当連結会計年度においては区分掲記することとしまし
た。
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注記事項

(連結貸借対照表関係)
　

前連結会計年度
(平成19年5月31日)

当連結会計年度
(平成20年5月31日)

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。

投資その他の資産

その他(関係会社株式) 26百万円

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。

投資その他の資産

その他(関係会社株式) 26百万円

※２　担保資産

下記の資産はＰＦＩ事業を営む当社出資会社の

借入金の担保に供しております。

投資その他の資産

その他(関係会社株式) 1百万円

※２　担保資産

下記の資産はＰＦＩ事業を営む当社出資会社の

借入金の担保に供しております。

投資その他の資産

その他(関係会社株式) 1百万円
※３　期末日満期手形の処理

期末日満期手形の会計処理については、満期日に

決済が行われたものとして処理しております。

なお、当連結会計年度末日は金融機関の休日で

あったため、次の期末日満期手形を満期日に決済

が行われたものとして処理しております。

受取手形 126百万円

　

(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自　平成18年6月１日
至　平成19年5月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年6月１日
至　平成20年5月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金額

は次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金額

は次のとおりであります。

運賃梱包費 419百万円
貸倒損失及び
貸倒引当金繰入額

0百万円

従業員給与手当 2,041百万円
退職給付費用 △42百万円
役員退職慰労
引当金繰入額

39百万円

福利厚生費 381百万円
旅費交通費 350百万円
減価償却費 136百万円
賃借料 370百万円
研究開発費 630百万円

運賃梱包費 434百万円
貸倒損失及び
貸倒引当金繰入額

54百万円

従業員給与手当 2,004百万円
退職給付費用 397百万円
役員退職慰労
引当金繰入額

24百万円

福利厚生費 379百万円
旅費交通費 321百万円
減価償却費 128百万円
賃借料 349百万円
研究開発費 798百万円

※２　一般管理費に含まれる研究開発費 630百万円※２　一般管理費に含まれる研究開発費 798百万円

 
─────────

 

※３　固定資産売却益の内訳

機械装置及び運搬具 0百万円
土地 14百万円

合計 14百万円

※４　固定資産除却損の内訳

建物及び構築物 0百万円

機械装置及び運搬具 15百万円

工具、器具及び備品 18百万円
長期前払費用 15百万円

合計 49百万円

※４　固定資産除却損の内訳

建物及び構築物 4百万円

機械装置及び運搬具 30百万円

工具、器具及び備品 47百万円
長期前払費用 2百万円

合計 84百万円

※５　固定資産売却損の内訳

機械装置及び運搬具 0百万円

※５　固定資産売却損の内訳

機械装置及び運搬具 6百万円
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前連結会計年度
(自　平成18年6月１日
至　平成19年5月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年6月１日
至　平成20年5月31日)

 
─────────

 

※６　減損損失

当連結会計年度において、当社グループは事業及び製
造工程の関連性により資産のグルーピングを行い、また
遊休資産については個別に、減損損失の認識の判定をし
ております。
この結果、以下の資産グループについて減損損失を特
別損失に計上しております。
 

場所 用途 種類
減損損失

（百万円）

静岡県

富士市他

グリッドコア

パネル製造設備

有形

固定資産
418

無形

固定資産
12

長期

前払費用
4

埼玉県

川口市他

産業施設

営業・技

術部設備

有形

固定資産
20

長期

前払費用
8

グリッドコア事業及び産業施設営業・技術部設備につ
いては、現在の生産・販売体制に基づき計算される将来
のキャッシュ・フローがマイナスとなることが予測さ
れるため、上記の資産グループの帳簿価額を回収可能価
額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しまし
た。
当資産グループの資産は割引前将来キャッシュ・フ
ローの総額がマイナスのため、備忘価額で評価しており
ます。

※７　操業度差異

新規事業の生産が低水準にあり、低操業の状態が継続
しているために発生した非原価性の原価差額でありま
す。

─────────
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(連結株主資本等変動計算書関係)
　

前連結会計年度
(自　平成18年6月１日
至　平成19年5月31日)

*1 発行済株式に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末

株式数（株）

増加株式数

（株）

減少株式数

（株）

当連結会計年度末

株式数（株）

普通株式 21,425,548 － － 21,425,548 

*2 自己株式に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末

株式数（株）

増加株式数

（株）

減少株式数

（株）

当連結会計年度末

株式数（株）

普通株式 889,117 131 88 889,160 

（変動事由） 増加 単元未満株式の買取

減少 単元未満株式の買増請求

*3 配当に関する事項

(1)配当金支払額

決議 株式の種類
配当金総額

（百万円）

1株当たり

配当額(円）
基準日 効力発生日

平成18年8月30日

定時株主総会
普通株式 205 10.00 平成18年5月31日 平成18年8月31日

平成19年1月19日

取締役会
普通株式 82 4 平成18年11月30日 平成19年2月14日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金総額

（百万円）

1株当たり

配当額(円）
基準日 効力発生日

平成19年8月30日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 82 4 平成19年5月31日 平成19年8月31日

　
　 当連結会計年度

(自　平成19年6月１日
至　平成20年5月31日)

*1 発行済株式に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末

株式数（株）

増加株式数

（株）

減少株式数

（株）

当連結会計年度末

株式数（株）

普通株式 21,425,548 － － 21,425,548 

*2 自己株式に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末

株式数（株）

増加株式数

（株）

減少株式数

（株）

当連結会計年度末

株式数（株）

普通株式 889,160 160 146 889,174 

（変動事由） 増加 単元未満株式の買取

減少 単元未満株式の買増請求

*3 配当に関する事項

(1)配当金支払額

決議 株式の種類
配当金総額

（百万円）

1株当たり

配当額(円）
基準日 効力発生日

平成19年8月30日

定時株主総会
普通株式 82 4 平成19年5月31日 平成19年8月31日

平成20年1月18日

取締役会
普通株式 82 4 平成19年11月30日 平成20年2月14日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金総額

（百万円）

1株当たり

配当額(円）
基準日 効力発生日

平成20年8月28日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 82 4 平成20年5月31日 平成20年8月29日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年6月１日
至　平成19年5月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年6月１日
至　平成20年5月31日)

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成19年5月31日現在)

現金及び預金勘定 7,754百万円

有価証券勘定 1,815百万円

金銭の信託 1,400百万円
預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

△63百万円

現金及び現金同等物 10,906百万円
 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成20年5月31日現在)

現金及び預金勘定 8,434百万円

有価証券勘定 3百万円
預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

△64百万円

現金及び現金同等物 8,374百万円
 

　

(リース取引関係)

前連結会計年度
(自　平成18年6月１日
至　平成19年5月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年6月１日
至　平成20年5月31日)

1.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引に係る注記

1.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引に係る注記

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額

相当額

(百万円)

減価償却

累計額

相当額

(百万円)

期末残高

相当額

(百万円)

工具、器具
及び備品

22 4 18

なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残

高等に占める未経過リース料期末残高の割合が低

いため、「支払利子込み法」により算定しており

ます。

取得価額

相当額

(百万円)

減価償却

累計額

相当額

(百万円)

期末残高

相当額

(百万円)

工具、器具
及び備品

22 14 8

なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残

高等に占める未経過リース料期末残高の割合が低

いため、「支払利子込み法」により算定しており

ます。

　②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 9百万円

１年超 8百万円

合計 18百万円

　②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 8百万円

１年超 ─百万円

合計 8百万円

なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固

定資産の期末残高等に占める未経過リース料期末

残高の割合が低いため、「支払利子込み法」によ

り算定しております。

なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固

定資産の期末残高等に占める未経過リース料期末

残高の割合が低いため、「支払利子込み法」によ

り算定しております。

　③　支払リース料、減価償却費相当額

支払リース料 4百万円

減価償却費相当額 4百万円

　③　支払リース料、減価償却費相当額

支払リース料 9百万円

減価償却費相当額 9百万円

　④　減価償却費相当額の算定方法

リ-ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

　④　減価償却費相当額の算定方法

リ-ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

2.オペレーティング・リース取引に係る注記 2.オペレーティング・リース取引に係る注記

未経過リース料

１年以内 13百万円

１年超 11百万円

合計 25百万円

未経過リース料

１年以内 3百万円

１年超 7百万円

合計 11百万円
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(有価証券関係)

前連連結会計年度(平成19年5月31日)

１.その他有価証券で時価のあるもの

　

種別
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

(1) 株式 1,862 3,956 2,093

小計 1,862 3,956 2,093

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

(1) 株式 88 81 △7

(2) 債券

国債 401 397 △3

小計 489 478 △10

合計 2,352 4,435 2,083

　

２.当連結会計年度中に売却したその他有価証券

　
売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

77 30 ―

　

３.時価評価されていない有価証券の内容

　

種別 連結貸借対照表計上額(百万円)

(1) その他有価証券

　①　非上場株式 714

　②　公社債投信、マネー・マネジメント・ファンド 1,815

　

４.その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額

　

種類
１年超５年以内
(百万円)

(1) 債券

国債 400

合計 400
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当連結会計年度(平成20年5月31日)

１.その他有価証券で時価のあるもの

　

種別
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

(1) 株式 731 1,915 1,184

小計 731 1,915 1,184

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

(1) 株式 1,042 1,031 △11

小計 1,042 1,031 △11

合計 1,774 2,946 1,172

　

２.当連結会計年度中に売却したその他有価証券

　
売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

1,309 58 27

　

３.時価評価されていない有価証券の内容

　

種別 連結貸借対照表計上額(百万円)

(1) その他有価証券

　①　非上場株式 14

　②　公社債投信 3

　

４.その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額

該当事項はありません。

　

　

次へ
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(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度(自 平成18年6月1日　至 平成19年5月31日)及び当連結会計年度(自 平成19年6月1日　

至 平成20年5月31日)

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

　

(退職給付関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年6月１日
至　平成19年5月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年6月１日
至　平成20年5月31日)

１.採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、共

同契約の適格退職年金制度を設けております。なお、従

業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があり

ます。

１.採用している退職給付制度の概要

同左

２.退職給付債務に関する事項

①　退職給付債務 △6,768百万円

②　年金資産 5,376百万円

③　未積立退職給付債務(①＋②) △1,391百万円

④　連結貸借対照表計上額純額(③) △1,391百万円

⑤　退職給付引当金(④) △1,391百万円
 

２.退職給付債務に関する事項

①　退職給付債務 △6,536百万円

②　年金資産 4,957百万円

③　未積立退職給付債務(①＋②) △1,579百万円

④　連結貸借対照表計上額純額(③) △1,579百万円

⑤　退職給付引当金(④) △1,579百万円
 

３.退職給付費用に関する事項

①　勤務費用 316百万円

②　利息費用 109百万円

③　期待運用収益 ―百万円

④　数理計算上の差異の費用処理額 △511百万円

⑤　退職給付費用(①＋②＋③＋④) △84百万円
 

３.退職給付費用に関する事項

①　勤務費用 316百万円

②　利息費用 108百万円

③　期待運用収益 ─百万円

④　数理計算上の差異の費用処理額 438百万円

⑤　退職給付費用(①＋②＋③＋④) 863百万円
 

４.退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①　退職給付見込額の
　　期間配分方法

期間定額基準

②　割引率 1.6％

③　期待運用収益率 0.0％
④　数理計算上の差異の
　　処理年数

発生年度に全額損益処理
しております。

 

４.退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①　退職給付見込額の
　　期間配分方法

同左

②　割引率 1.6％

③　期待運用収益率 0.0％
④　数理計算上の差異の
　　処理年数

同左

 

　

（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度(自 平成18年6月1日　至 平成19年5月31日)及び当連結会計年度(自 平成19年6月1日　

至 平成20年5月31日)

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

　
前連結会計年度
(平成19年5月31日)

当連結会計年度
(平成20年5月31日)

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産(流動資産)

　未払事業税等 17百万円

　未払社会保険料 13百万円

　工事損失引当金 52百万円

　工事補償引当金 35百万円

　税務上の繰越欠損金 1,295百万円

　その他 28百万円

　繰延税金資産(流動資産)小計 1,442百万円

　評価性引当額 △1,431百万円

　繰延税金資産(流動資産)合計 10百万円

繰延税金負債(流動負債)

　貸倒引当金 △0百万円

　繰延税金資産(流動資産)の純額 10百万円

繰延税金資産(投資その他の資産)

　役員退職慰労引当金 61百万円

　減価償却費 203百万円

　その他有価証券、ゴルフ会員権
　減損額

236百万円

　貸倒引当金繰入額
　(ゴルフ会員権預託金)

2百万円

　退職給付引当金 564百万円

　固定資産減損損失 146百万円

　その他 18百万円
　繰延税金資産
　(投資その他の資産)小計

1,235百万円

　評価性引当額 △1,111百万円
　繰延税金資産
　(投資その他の資産)合計

123百万円

繰延税金負債(固定負債)

　固定資産圧縮積立金 △109百万円

　その他有価証券時価評価差額 △841百万円

　繰延税金負債(固定負債)合計 △951百万円

　繰延税金負債
　(固定負債)の純額

△828百万円

 

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産(流動資産)

　未払事業税等 20百万円

　未払社会保険料 12百万円

　工事損失引当金 274百万円

　工事補償引当金 12百万円

　税務上の繰越欠損金 2,929百万円

　その他 35百万円

　繰延税金資産(流動資産)小計 3,284百万円

　評価性引当額 △3,267百万円

　繰延税金資産(流動資産)合計 16百万円

繰延税金負債(流動負債)

　貸倒引当金 △1百万円

　繰延税金資産(流動資産)の純額 15百万円

繰延税金資産(投資その他の資産)

　役員退職慰労引当金 12百万円
　長期未払金
　(役員退職慰労金分)

24百万円

　減価償却費 386百万円

　その他有価証券、ゴルフ会員権
　減損額

206百万円

　貸倒引当金繰入額
　(ゴルフ会員権預託金)

13百万円

　退職給付引当金 640百万円

　固定資産減損損失 85百万円

　その他 24百万円
　繰延税金資産
　(投資その他の資産)小計

1,394百万円

　評価性引当額 △1,274百万円
　繰延税金資産
　(投資その他の資産)合計

119百万円

繰延税金負債(固定負債)

　固定資産圧縮積立金 △107百万円

　その他有価証券時価評価差額 △473百万円

　繰延税金負債(固定負債)合計 △580百万円

　繰延税金負債
　(固定負債)の純額

△460百万円

 
２.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

 

税金等調整前当期純損失が計上されているため、記載
しておりません。

２.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

 

同左
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自 平成18年6月1日　至 平成19年5月31日)及び当連結会計年度(自 平成19年6月1

日　至 平成20年5月31日)

当社及び連結子会社の事業は「水道用・環境衛生用機器事業」並びにこれらに付帯する業務の

単一事業であります。従って、開示対象となるセグメントがありませんので、記載を省略しており

ます。

　

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自 平成18年6月1日　至 平成19年5月31日)及び当連結会計年度(自 平成19年6月1

日　至 平成20年5月31日)

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がありませんので、該当事項はあり

ません。

　

【海外売上高】

前連結会計年度(自 平成18年6月1日　至 平成19年5月31日)及び当連結会計年度(自 平成19年6月1

日　至 平成20年5月31日)

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　

【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自 平成18年6月１日　至 平成19年5月31日)

子会社等

属性
会社等の

名称
住所

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の

内容又は

職業

議決権等

の所有(被所有)

割合

関係内容

取引内容

取引

金額

 (百万円)

科目
期末残高

 (百万円)役員の

兼務等

事業上

の関係

関連

会社

PFI大久保

テクノ

リソース

株式会社

埼玉県

さいたま市

大宮区

10

浄水場

施設の

建設・維持

管理

（所有）

直接

15％

─

建設請負

事業参画

運転資金

貸付

営業

取引

施設

建設

請負

─ 前受金 525

取引条件及び取引条件の決定方針等

注1 取引金額には消費税等は含まれておりません。

注2 取引条件については、市場価格等を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。
注3 PFI大久保テクノリソース株式会社については、持分は100分の20未満でありますが、実質的な影響力を

持っているため関連会社としたものであります。

　

当連結会計年度(自 平成19年6月１日　至 平成20年5月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自　平成18年6月１日
至　平成19年5月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年6月１日
至　平成20年5月31日)

１株当たり純資産額 1,071.12円１株当たり純資産額 800.37円

１株当たり当期純損失金額 66.47円１株当たり当期純損失金額 236.32円

なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額につい

ては、1株当たり当期純損失が計上されており、潜在株式

がないため記載しておりません。

同左

(注)　算定上の基礎

１.１株当たり純資産額　　

項　　　目
前連結会計年度
(平成19年5月31日)

当連結会計年度
(平成20年5月31日)

連結貸借対照表の純資産
の部の合計額(百万円)

21,996 16,436

普通株式に係る純資産額(百万円) 21,996 16,436

連結貸借対照表の純資産の部の合計
額と1株当たり純資産額の算定に用
いられた普通株式に係る連結会計年
度末の純資産額との差額(百万円)

― ─

普通株式の発行済株式数（千株） 21,425 21,425

普通株式の自己株式数（千株） 889 889

1株当たり純資産額の算定に用い
られた普通株式の数（千株）

20,536 20,536

　

２.１株当たり当期純損失金額

　

項目
前連結会計年度

(自　平成18年6月１日
至　平成19年5月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年6月１日
至　平成20年5月31日)

連結損益計算書上の
当期純損失(△)(百万円)

△1,365 △4,853

普通株主に帰属しない金額
(百万円)

― ─

普通株式に係る
当期純損失(△)(百万円)

△1,365 △4,853

普通株式の期中平均株式数
(千株)

20,536 20,536
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(重要な後発事象)

　
　 前連結会計年度

(自　平成18年6月１日
至　平成19年5月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年5月１日
至　平成20年6月31日)

―――――― 会社法第165条第２項の規定による定款の定めに基づく

自己株式の取得

　当社は、平成20年7月18日開催の取締役会において、会社

法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同

法第156条の規定に基づき、自己株式を取得することを決

議し、自己株式の取得を次のとおり実施いたしました。
1.自己株式取得に関する取締役会の決議内容

(1) 理由 ： 機動的な資本政策を遂行するため

(2) 取得対象株式の種類： 当社普通株式

(3) 取得する株式の数 ： 2,200,000株(上限)

(4) 株式の取得価額の総額： 550百万円(上限)

(5) 取得期間 ： 平成20年7月22日から

平成20年8月21日まで

2.自己株式取得の実施内容

(1) 取得した株式の種類： 当社普通株式

(2) 取得した株式の総数： 2,200,000株

(3) 取得価額の総額 ： 532百万円

(4) 取得日 ： 平成20年7月23日

　

EDINET提出書類

前澤工業株式会社(E01672)

有価証券報告書

45/77



⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

該当事項はありません。

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】
　

前事業年度
(平成19年5月31日)

当事業年度
(平成20年5月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 6,485 6,431

　２　受取手形 ※３ 3,537 3,056

　３　売掛金 ※１ 3,156 3,260

　４　有価証券 1,812 －

　５　製品 1,946 2,845

　６　原材料 515 531

　７　仕掛品 5,928 6,849

　８　貯蔵品 29 27

　９　前払費用 94 135

　10　金銭の信託 1,400 －

　11　短期貸付金 ※１ － 602

　12　その他 331 154

　13　貸倒引当金 △24 △17

　　　流動資産合計 25,21363.1 23,87666.8

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産

　　(1) 建物 5,997 5,943

　　　　減価償却累計額 3,311 2,685 3,377 2,566

　　(2) 構築物 1,438 1,437

　　　　減価償却累計額 1,032 406 1,066 370

　　(3) 機械及び装置 6,815 6,326

　　　　減価償却累計額 5,665 1,150 5,485 841

　　(4) 車輌運搬具 109 116

　　　　減価償却累計額 98 10 95 20

　　(5) 工具、器具及び備品 4,162 4,204

　　　　減価償却累計額 3,635 527 3,672 532

　　(6) 土地 3,661 3,633

　　(7) 建設仮勘定 － 15

　　　有形固定資産合計 8,44221.1 7,97922.3

　２　無形固定資産

　　(1) 特許権 10 0

　　(2) 商標権 0 －

　　(3) 意匠権 2 0

　　(4) ソフトウェア 268 263

　　(5) ソフトウェア仮勘定 － 34

　　(6) 施設利用権 0 0

　　(7) その他 17 17

　　　無形固定資産合計 300 0.7 316 0.9
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　 前事業年度
(平成19年5月31日)

当事業年度
(平成20年5月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 5,149 2,960

　　(2) 関係会社株式 ※２ 106 106

　　(3) 出資金 0 0

　　(4) 長期貸付金 50 －

　　(5) 従業員長期貸付金 67 61

　　(6) 関係会社長期貸付金 29 29

　　(7) 更生債権等 80 54

　　(8) 長期前払費用 97 56

　　(9) その他 494 328

　　(10) 貸倒引当金 △46 △33

　　　　投資その他の資産合計 6,02815.1 3,56410.0

　　　固定資産合計 14,77136.9 11,86033.2

　　　資産合計 39,984100.0 35,736100.0

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形 ※１ 4,649 5,146

　２　買掛金 ※１ 4,328 4,476

　３　未払金 431 648

　４　未払賞与 243 219

　５　未払消費税等 84 －

　６　未払法人税等 36 27

　７　前受金 ※１ 6,234 6,575

　８　預り金 126 177

　９　工事損失引当金 130 680

　10　工事補償引当金 88 30

　11　その他 20 15

　　　流動負債合計 16,37340.9 17,99650.4

Ⅱ　固定負債

　１　退職給付引当金 1,188 1,386

　２　役員退職慰労引当金 125 －

　３　長期未払金 － 109

　４　繰延税金負債 925 555

　　　固定負債合計 2,2395.6 2,0515.7

　　　負債合計 18,61246.5 20,04856.1
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　 前事業年度
(平成19年5月31日)

当事業年度
(平成20年5月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 5,233 5,233

　２　資本剰余金

　　(1) 資本準備金 4,794 4,794

　　　　資本剰余金合計 4,794 4,794

　３　利益剰余金

　　(1) 利益準備金 561 561

　　(2) その他利益剰余金

　　　　固定資産圧縮積立金 162 158

　　　　別途積立金 10,800 8,000

　　　　繰越利益剰余金 △946 △3,284

　　　　利益剰余金合計 10,576 5,435

　４　自己株式 △474 △474

　　　株主資本合計 20,13050.4 14,98841.9

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価
　　　差額金

1,241 698

　　　評価・換算差額等合計 1,2413.1 698 2.0

　　　純資産合計 21,37253.5 15,68743.9

　　　負債純資産合計 39,984100.0 35,736100.0
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② 【損益計算書】

　
前事業年度

(自　平成18年6月１日 
 至　平成19年5月31日)

当事業年度
(自　平成19年6月１日 
 至　平成20年5月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 28,755100.0 27,003100.0
Ⅱ　売上原価
　１　製品期首たな卸高 2,372 1,946
　２　当期製品製造原価 24,202 26,608
　３　当期製品仕入高 121 221

計 26,696 28,776
　４　製品期末たな卸高 1,946 2,845
　５　他勘定への振替高 ※１ 80 86

計 2,026 24,66985.8 2,931 25,84495.7
　　　売上総利益 4,08614.2 1,1594.3

Ⅲ　販売費及び一般管理費
※２
※３

5,34018.6 5,77721.4

　　　営業損失(△) △1,253△4.4 △4,617△17.1

Ⅳ　営業外収益
　１　受取利息 18 22
　２　受取配当金 ※４ 132 143
　３　有価証券売却益 30 5
　４　試験収入 － 106
　５　その他 41 223 0.8 31 309 1.2
Ⅴ　営業外費用
　１　支払利息 11 12
　２　有価証券売却損 － 27
　３　貸倒引当金繰入額 1 －
　４　その他 1 14 0.0 6 46 0.2

　　　経常損失(△) △1,044△3.6 △4,354△16.1

Ⅵ　特別利益
　１　有価証券売却益 － 53
　２　固定資産売却益 ※５ － 14
　３　貸倒引当金戻入益 32 32 0.1 7 74 0.3
Ⅶ　特別損失
　１　固定資産除却損 ※６ 48 83
　２　固定資産売却損 ※７ 0 6
　３　固定資産撤去費用 10 11
　４　ゴルフ会員権評価損 0 －
　５　貸倒引当金繰入額 － 0
　６　工事補償引当金繰入額 88 30
　７　たな卸資産評価損 65 73
　８　減損損失 ※８ － 464
　９　操業度差異 ※９ 171 385 1.4 － 669 2.5

　　　税引前当期純損失(△) △1,398△4.9 △4,950△18.3

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

35 29

　　　法人税等調整額 △1 34 0.1 △2 27 0.1

　　　当期純損失(△) △1,432△5.0 △4,977△18.4
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製造原価明細書

　
前事業年度

(自　平成18年6月１日
至　平成19年5月31日)

当事業年度
(自　平成19年6月１日
至　平成20年5月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

Ⅰ　材料費 10,758 42.8 12,880 46.6

Ⅱ　労務費 2,569 10.2 2,913 10.6

Ⅲ　経費 ※１ 11,798 47.0 11,825 42.8

　　当期総製造費用 25,126100.0 27,620100.0

　　仕掛品期首たな卸高 5,178 5,928

計 30,305 33,548

　　仕掛品期末たな卸高 5,928 6,849

　　他勘定への振替高 ※２ 174 90

　　当期製品製造原価 24,202 26,608

　

(脚注)

　
前事業年度

(自　平成18年6月１日 
 至　平成19年5月31日)

当事業年度
(自　平成19年6月１日 
 至　平成20年5月31日)

１　原価計算方法

　　当社の原価計算方法は、個別原価計算方法を採用して

おりますが、一部、標準量産品及び鋳造工程並びに粉

体塗装工程は総合原価計算方法を採用しておりま

す。

　　原価差額については、法人税法の規定する基準に従い、

売上原価、製品、仕掛品に配賦しております。

１　原価計算方法

　　当社の原価計算方法は、個別原価計算方法を採用して

おりますが、一部、標準量産品及び鋳造工程並びに粉

体塗装工程は総合原価計算方法を採用しておりま

す。

　　原価差額については、法人税法の規定する基準に従い、

売上原価、製品、仕掛品に配賦しております。

２ ※１ この中には外注工事費

　　　　　外注加工費

　　　　　減価償却費

が含まれております。

7,198百万円

605百万円

620百万円

 

２ ※１ この中には外注工事費

　　　　　外注加工費

　　　　　減価償却費

が含まれております。

6,552百万円

658百万円

590百万円

 

３ ※２ 「他勘定への振替高」の内訳は次のとおり

であります。

販売費及び一般管理費 1百万円

特別損失 171百万円

その他 0百万円

３ ※２ 「他勘定への振替高」の内訳は次のとおり

であります。

販売費及び一般管理費 1百万円

工事損失補償引当金 88百万円

その他 0百万円
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年6月1日　至　平成19年5月31日)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計
資本準備金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計固定資産

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益

剰余金

注記

番号
金額（百万円）

平成18年5月31日残高 5,2334,7944,794 561 16610,80076812,296△474 21,850

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 △287 △287 △287

　当期純損失 △1,432△1,432 △1,432

　自己株式の取得 △0 △0

　自己株式の処分 0 0

　固定資産圧縮積立金

  の取崩(当期分)
△4 4 ― ─

　株主資本以外の項目の

　事業年度中の変動額

　(純額)

事業年度中の変動額合計 ─ ─ ─ ─ △4 ─ △1,715△1,719 △0 △1,719

平成19年5月31日残高 5,2334,7944,794 561 162 10,800△946 10,576△474 20,130

　

評価・換算差額等

純資産合計その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

注記

番号
金額（百万円）

平成18年5月31日残高 1,521 1,521 23,371

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 △287

　当期純損失 △1,432

　自己株式の取得 △0

　自己株式の処分 0

　固定資産圧縮積立金

  の取崩(当期分)
─

　株主資本以外の項目の　

　事業年度中の変動額

　(純額)

△279 △279 △279

事業年度中の変動額合計 △279 △279 △1,999

平成19年5月31日残高 1,241 1,241 21,372
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当事業年度(自　平成19年6月1日　至　平成20年5月31日)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計
資本準備金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計固定資産

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益

剰余金

注記

番号
金額（百万円）

平成19年5月31日残高 5,2334,7944,794 561 16210,800△94610,576△474 20,130

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 △164 △164 △164

　当期純損失 △4,977△4,977 △4,977

　自己株式の取得 △0 △0

　自己株式の処分 0 0

　別途積立金の取崩 △2,8002,800 － －

　固定資産圧縮積立金

  の取崩(当期分)
△4 4 － －

　株主資本以外の項目の

　事業年度中の変動額

　(純額)

事業年度中の変動額合計 ─ ─ ─ ─ △4 △2,800△2,337△5,141 △0 △5,141

平成20年5月31日残高 5,2334,7944,794 561 158 8,000△3,2845,435△474 14,988

　

評価・換算差額等

純資産合計その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

注記

番号
金額（百万円）

平成19年5月31日残高 1,241 1,241 21,372

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 △164

　当期純損失 △4,977

　自己株式の取得 △0

　自己株式の処分 0

　別途積立金の取崩 －

　固定資産圧縮積立金

  の取崩(当期分)
－

　株主資本以外の項目の　

　事業年度中の変動額

　(純額)

△542 △542 △542

事業年度中の変動額合計 △542 △542 △5,684

平成20年5月31日残高 698 698 15,687
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重要な会計方針

　

項目
前事業年度

(自　平成18年6月１日
至　平成19年5月31日)

当事業年度
(自　平成19年6月１日
至　平成20年5月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法によって

おります。

その他有価証券

　時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定)によってお

ります。

　時価のないもの

移動平均法による原価法によって

おります。

子会社株式及び関連会社株式

同左

 

その他有価証券

　時価のあるもの

同左

　

　

　

　

　時価のないもの

同左

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

主に先入先出法による原価法によって

おります。

同左

３　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

旧定率法及び旧定額法によってお

ります。

建物…旧定率法及び旧定額法

その他…旧定率法

(平成10年４月１日以降取得した

建物(建物付属設備を除く)につい

ては、旧定額法を採用しておりま

す。)

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

建物　　　３～50年

機械及び装置　２～17年

(1) 有形固定資産

同左

 

 

 

 

 

(2) 無形固定資産及び長期前払費用

定額法によっております。

なお、ソフトウェア(自社利用分)

については社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法によっ

ております。

(2) 無形固定資産及び長期前払費用

同左

４　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見積額を計

上しております。

(1) 貸倒引当金

同左
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項目
前事業年度

(自　平成18年6月１日
至　平成19年5月31日)

当事業年度
(自　平成19年6月１日
至　平成20年5月31日)

(2) 役員賞与引当金

役員に対する賞与の支払に備え

て、役員賞与支給見込額を計上し

ております。

 
 ─────────

 

(3) 工事損失引当金

受注工事の損失発生に備えるた

め、当事業年度末の手持受注工事

のうち、損失発生の可能性が高く、

かつ、その金額を合理的に見積る

ことが可能な工事について、損失

見込額を計上しております。

(3) 工事損失引当金

同左

 

(4) 工事補償引当金

引渡しを完了した工事等に係る瑕

疵担保の費用に備えるため、将来

の見積補償額に基づき計上してお

ります。

(4) 工事補償引当金

同左

 

(5) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、計上

しております。

数理計算上の差異については、発

生年度に全額損益処理しておりま

す。

(5) 退職給付引当金

同左

(6) 役員退職慰労引当金

役員退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。

 ─────────

 

 
 
　（追加情報）

当社は平成19年8月30日の定時株

主総会の終結時をもって役員退職

慰労金制度を廃止したため、引当

金残高を取り崩し、当期末未払額

60百万円については固定負債の

「長期未払金」へ振替えており、

その支払は役員の退任時としてお

ります。

 

５　リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

同左

６　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

税抜き方式によっております。

 

消費税等の会計処理

同左
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表示方法の変更

　
前事業年度

(自　平成18年6月１日
至　平成19年5月31日)

当事業年度
(自　平成19年6月１日
至　平成20年5月31日)

────────── （貸借対照表）

前事業年度において流動資産の「その他」に含めて表

示しておりました「短期貸付金」（前事業年度222百万

円）は、総資産額の１/100を超えたため、当事業年度にお

いては区分掲記することとしました。

（損益計算書）

前事業年度において営業外収益の「その他」に含めて

表示しておりました「試験収入」（前事業年度18百万

円）は、営業外収益の10/100を超えたため、当事業年度に

おいては区分掲記することとしました。
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注記事項

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成19年5月31日)
当事業年度

(平成20年5月31日)

※１　関係会社に係る注記

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。

売掛金 391百万円

支払手形 394百万円

買掛金 66百万円

前受金 525百万円

※１　関係会社に係る注記

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。

売掛金 669百万円

短期貸付金 552百万円

支払手形 555百万円

買掛金 70百万円

※２　担保資産

下記の資産はＰＦＩ事業を営む当社出資会社の借

入金の担保に供しております。

関係会社株式 1百万円

 
 ─────────

 

※２　担保資産

下記の資産はＰＦＩ事業を営む当社出資会社の借

入金の担保に供しております。

関係会社株式 1百万円

※３　期末日満期手形の処理

期末日満期手形の会計処理については、満期日に

決済が行われたものとして処理しております。

なお、当期末日は金融機関の休日であったため、次

の期末日満期手形を満期日に決済が行われたもの

として処理しております。

受取手形 123百万円

　

(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成18年6月１日
至　平成19年5月31日)

当事業年度
(自　平成19年6月１日
至　平成20年5月31日)

※１　「他勘定への振替高」の内訳は次のとおりであり

ます。

販売費及び一般管理費 14百万円

特別損失 65百万円

※１　「他勘定への振替高」の内訳は次のとおりであり

ます。

工具、器具及び備品 1百万円

販売費及び一般管理費 11百万円

特別損失 73百万円

※２　販売費及び一般管理費5,340百万円のうち販売費に

属する費用のおおよその割合は52％、一般管理費

に属する費用のおおよその割合は48％でありま

す。

　　　主要な費目及び金額は次のとおりであります。

※２　販売費及び一般管理費5,777百万円のうち販売費に

属する費用のおおよその割合は49％、一般管理費

に属する費用のおおよその割合は51％でありま

す。

　　　主要な費目及び金額は次のとおりであります。

運賃梱包費 419百万円

貸倒損失及び
貸倒引当金繰入額

0百万円

従業員給料手当 1,796百万円

退職給付費用 △36百万円

役員退職慰労
引当金繰入額

27百万円

福利厚生費 339百万円

旅費交通費 314百万円

減価償却費 135百万円

賃借料 331百万円

研究開発費 630百万円

運賃梱包費 434百万円

貸倒損失及び
貸倒引当金繰入額

54百万円

従業員給料手当 1,747百万円

退職給付費用 381百万円

役員退職慰労
引当金繰入額

14百万円

福利厚生費 329百万円

旅費交通費 281百万円

減価償却費 127百万円

賃借料 304百万円

研究開発費 798百万円

※３　一般管理費に含まれる研究開発費 630百万円※３　一般管理費に含まれる研究開発費 798百万円

※４　受取配当金には関係会社からのものが55百万円含

まれております。

※４　受取配当金には関係会社からのものが63百万円含

まれております。
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　 前事業年度
(自　平成18年6月１日
至　平成19年5月31日)

当事業年度
(自　平成19年6月１日
至　平成20年5月31日)

 
─────────

 

※５　固定資産売却益の内訳

車輌運搬具 0百万円

土地 14百万円

合計 14百万円

※６　固定資産除却損の内訳

建物 0百万円

構築物 0百万円

機械及び装置 15百万円

車輌運搬具 0百万円

工具、器具及び備品 17百万円

長期前払費用 15百万円

合計 48百万円

※６　固定資産除却損の内訳

建物 4百万円

機械及び装置 29百万円

車輌運搬具 0百万円

工具、器具及び備品 45百万円

長期前払費用 2百万円

合計 83百万円

 

※７　固定資産売却損の内訳

機械及び装置 0百万円

※７　固定資産売却損の内訳

機械及び装置 6百万円

 
 

 ─────────
 

※８　減損損失
当事業年度において、当社は事業及び製造工程の関連

性により資産のグルーピングを行い、また遊休資産につ
いては個別に、減損損失の認識の判定をしております。
この結果、以下の資産グループについて減損損失を特

別損失に計上しております。

場所 用途 種類
減損損失
（百万円）

静岡県

富士市他

グリッドコア

パネル製造設備

有形

固定資産
418

無形

固定資産
12

長期

前払費用
4

埼玉県

川口市他

産業施設

営業・技

術部設備

有形

固定資産
20

長期

前払費用
8

グリッドコア事業及び産業施設営業・技術部設備に
ついては、現在の生産・販売体制に基づき計算される将
来のキャッシュ・フローがマイナスとなることが予測
されるため、上記の資産グループの帳簿価額を回収可能
価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しま
した。
当資産グループの資産は割引前将来キャッシュ・フ

ローの総額がマイナスのため、備忘価額で評価しており
ます。

※９　操業度差異
新規事業の生産が低水準にあり、低操業の状態が継続

しているために発生した非原価性の原価差額でありま
す。

 ─────────
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(株主資本等変動計算書関係)
　

前事業年度
(自　平成18年6月１日
至　平成19年5月31日)

自己株式の種類及び総数に関する事項

普通株式

前事業年度末 889,117株

当事業年度増加 131株

当事業年度減少 88株

当事業年度末 889,160株

当事業年度増減の内訳

単元未満株式の買取 131株

単元未満株式の買増請求 88株

　

当事業年度
(自　平成19年6月１日
至　平成20年5月31日)

自己株式の種類及び総数に関する事項

普通株式

前事業年度末 889,160株

当事業年度増加 160株

当事業年度減少 146株

当事業年度末 889,174株

当事業年度増減の内訳

単元未満株式の買取 160株

単元未満株式の買増請求 146株
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(リース取引関係)

前事業年度
(自　平成18年6月１日
至　平成19年5月31日)

当事業年度
(自　平成19年6月１日
至　平成20年5月31日)

1.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引に係る注記

1.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引に係る注記

　①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

取得価額

相当額

(百万円)

減価償却

累計額

相当額

(百万円)

期末残高

相当額

(百万円)

工具、器具
及び備品

22 4 18

なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残

高等に占める未経過リース料期末残高の割合が低

いため、「支払利子込み法」により算定しており

ます。

取得価額

相当額

(百万円)

減価償却

累計額

相当額

(百万円)

期末残高

相当額

(百万円)

工具、器具
及び備品

22 14 8

なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残

高等に占める未経過リース料期末残高の割合が低

いため、「支払利子込み法」により算定しており

ます。

　②未経過リース料期末残高相当額

１年以内 9百万円

１年超 8百万円

合計 18百万円

なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固

定資産の期末残高等に占める未経過リース料期末

残高の割合が低いため、「支払利子込み法」によ

り算定しております。

　②未経過リース料期末残高相当額

１年以内 8百万円

１年超 －百万円

合計 8百万円

なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固

定資産の期末残高等に占める未経過リース料期末

残高の割合が低いため、「支払利子込み法」によ

り算定しております。

　③支払リース料、減価償却費相当額

支払リース料 4百万円

減価償却費相当額 4百万円

　③支払リース料、減価償却費相当額

支払リース料 9百万円

減価償却費相当額 9百万円

　④減価償却費相当額の算定方法

リ-ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

　④減価償却費相当額の算定方法

リ-ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

2.オペレーティング・リース取引に係る注記 2.オペレーティング・リース取引に係る注記

　　未経過リース料

１年以内 13百万円

１年超 11百万円

合計 25百万円

　　未経過リース料

１年以内 3百万円

１年超 7百万円

合計 11百万円

　

　

(有価証券関係)

前事業年度(自平成18年6月1日　至平成19年5月31日)及び当事業年度(自平成19年6月1日　至平成20年

5月31日)における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成19年5月31日)
当事業年度

(平成20年5月31日)

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

 

繰延税金資産(流動資産)

　未払事業税等 10百万円

　未払社会保険料 11百万円

　工事損失引当金 52百万円

　工事補償引当金 35百万円

　税務上の繰越欠損金 1,295百万円

　その他 24百万円

　繰延税金資産(流動資産)小計 1,431百万円

　評価性引当額 △1,431百万円

　繰延税金資産(流動資産)合計 ―百万円

繰延税金資産(投資その他の資産)

　役員退職慰労引当金 50百万円

　減価償却費 203百万円
　その他有価証券、ゴルフ会員権
　減損額

236百万円

　貸倒引当金繰入額
　(ゴルフ会員権預託金)

2百万円

　退職給付引当金 480百万円

　固定資産減損損失 146百万円

　その他 16百万円
　繰延税金資産
　(投資その他の資産)小計

1,137百万円

　評価性引当額 △1,111百万円
　繰延税金資産
　(投資その他の資産)合計

26百万円

繰延税金負債(固定負債)

　固定資産圧縮積立金 △109百万円

　その他有価証券時価評価差額 △841百万円

　繰延税金負債(固定負債)合計 △951百万円

　繰延税金負債
　(固定負債)の純額

△925百万円

 

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

 

繰延税金資産(流動資産)

　未払事業税等 7百万円

　未払社会保険料 10百万円

　工事損失引当金 274百万円

　工事補償引当金 12百万円

　税務上の繰越欠損金 2,929百万円

　その他 32百万円

　繰延税金資産(流動資産)小計 3,267百万円

　評価性引当額 △3,267百万円

　繰延税金資産(流動資産)合計 ─百万円

繰延税金資産(投資その他の資産)
　長期未払金
　(役員退職慰労金分)

24百万円

　減価償却費 386百万円
　その他有価証券、ゴルフ会員権
　減損額

206百万円

　貸倒引当金繰入額
　(ゴルフ会員権預託金)

13百万円

　退職給付引当金 560百万円

　固定資産減損損失 85百万円

　その他 23百万円
　繰延税金資産
　(投資その他の資産)小計

1,299百万円

　評価性引当額 △1,274百万円
　繰延税金資産
　(投資その他の資産)合計

25百万円

繰延税金負債(固定負債)

　固定資産圧縮積立金 △107百万円

　その他有価証券時価評価差額 △473百万円

　繰延税金負債(固定負債)合計 △580百万円

　繰延税金負債
　(固定負債)の純額

△555百万円

 
２.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

 

税引前当期純損失が計上されているため、記載してお

りません。

２.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

 

同左
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(１株当たり情報)

　
前事業年度

(自　平成18年6月１日
至　平成19年5月31日)

当事業年度
(自　平成19年6月１日
至　平成20年5月31日)

１株当たり純資産額 1,040.70円１株当たり純資産額 763.90円

１株当たり当期純損失金額 69.74円１株当たり当期純損失金額 242.37円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては1株当たり当期純損失が計上されており、また、潜在

株式がないため記載しておりません。

同左

(注)　算定上の基礎

１.１株当たり純資産額

　

項目
前事業年度

(平成19年5月31日)
当事業年度

(平成20年5月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額
 (百万円)

21,372 15,687

普通株式に係る純資産額(百万円) 21,372 15,687

貸借対照表の純資産の部の合計額と
1株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式に係る事業年度末の純
資産額との差額(百万円)

― ―

普通株式の発行済株式数（千株） 21,425 21,425

普通株式の自己株式数（千株） 889 889

1株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数（千株）

20,536 20,536

　

　

２.１株当たり当期純損失金額

　

項目
前事業年度

(自　平成18年6月１日
至　平成19年5月31日)

当事業年度
(自　平成19年6月１日
至　平成20年5月31日)

損益計算書上の当期純損失(△)(百万円) △1,432 △4,977

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純損失(△)(百万円) △1,432 △4,977

普通株式の期中平均株式数(千株) 20,536 20,536
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(重要な後発事象)

　

前事業年度
(自　平成18年6月１日
至　平成19年5月31日)

当事業年度
(自　平成19年5月１日
至　平成20年6月31日)

―――――― 会社法第165条第２項の規定による定款の定めに基づく

自己株式の取得

　当社は、平成20年7月18日開催の取締役会において、会社

法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同

法第156条の規定に基づき、自己株式を取得することを決

議し、自己株式の取得を次のとおり実施いたしました。
1.自己株式取得に関する取締役会の決議内容

(1) 理由 ： 機動的な資本政策を遂行するため

(2) 取得対象株式の種類： 当社普通株式

(3) 取得する株式の数 ： 2,200,000株(上限)

(4) 株式の取得価額の総額： 550百万円(上限)

(5) 取得期間 ： 平成20年7月22日から

平成20年8月21日まで

2.自己株式取得の実施内容

(1) 取得した株式の種類： 当社普通株式

(2) 取得した株式の総数： 2,200,000株

(3) 取得価額の総額 ： 532百万円

(4) 取得日 ： 平成20年7月23日

前へ
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)

その他有価証券

前澤給装工業㈱ 624,300 1,217

前澤化成工業㈱ 879,180 1,015

中央三井トラスト・ホールディング
ス㈱

480,000 360

㈱みずほフィナンシャルグループ 377.94 209

㈱りそなホールディングス 266 48

㈱三菱UFJフィナンシャル・グルー
プ 

39,680 42

㈱植木組 107,000 15

みずほ信託銀行㈱ 60,000 11

西部電機㈱ 23,200 11

日本ギア工業㈱ 20,000 7

その他（15銘柄） 67,961 20

計 2,301,964.94 2,960

　

【債券】

銘柄 券面総額(百万円) 貸借対照表計上額(百万円)

計 ─ ─

　

【その他】

種類及び銘柄 投資口数等(百万口) 貸借対照表計上額(百万円)

計 ─ ─
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産

　建物 5,997 71
125
(30)

5,943 3,377 156 2,566

　構築物 1,438 2 4 1,437 1,066 38 370

　機械及び装置 6,815 234
724
(288)

6,326 5,485 217 841

　車輌運搬具 109 16
10
(0)

116 95 5 20

　工具、器具及び備品 4,162 425
383
(99)

4,204 3,672 256 532

　土地 3,661 0 29 3,633 ─ ─ 3,633

　建設仮勘定 ― 296
281
(20)

15 ─ ─ 15

   有形固定資産計 22,1861,049
1,559
(438)

21,67613,696 673 7,979

無形固定資産

　特許権 ― ― ― 27 27 3 0

　商標権 ― ― ― 19 19 0 ─

　意匠権 ― ― ― 8 8 1 0

　ソフトウェア ― ― ― 409 145 70 263

　ソフトウェア仮勘定 ─ ─ ─ 34 ─ ─ 34

　施設利用権 ― ― ― 0 0 0 0

　その他 ― ― ― 17 ─ ─ 17

   無形固定資産計 ― ― ― 517 201 75 316

長期前払費用 154 4
18
(13)

140 83 27 56

繰延資産 ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

（注） 1当期増加額のうち、主なものは次の通りであります。

工具、器具及び備品 木型・金型更新 127百万円

2当期減少額のうち、主なものは次の通りであります。

機械及び装置 グリッドコアパネル製造設備減損損失 267百万円
なお、当期減少額のうち（ ）内は内書きで減損損失の計上額であります。
 

3無形固定資産については、資産総額の100分の1以下であるため、「前期末残高」、「当期増加
額」及び「当期減少額」の記載を省略しております。なお、特許権については、減損損失11百万
円、意匠権については、減損損失1百万円をそれぞれ計上しております。

　

EDINET提出書類

前澤工業株式会社(E01672)

有価証券報告書

65/77



【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 70 74 68 25 51

工事損失引当金 130 590 40 ─ 680

工事補償引当金 88 30 88 ─ 30

役員退職慰労引当金 125 14 79 60 ─

(注)　貸倒引当金の「当期減少額(その他)」の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。

役員退職慰労引当金の「当期減少額（その他）」の金額は、長期未払金振替による戻入額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

イ　現金及び預金

種類 金額(百万円)

現金 20

預金

当座預金 5,661

定期預金 64

普通預金 684

その他 0

預金計 6,410

合計 6,431

　

ロ　受取手形

(イ)相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

扶桑建設工業㈱ 363

冨士機材㈱ 362

コスモ工機㈱ 208

安田㈱ 165

㈱神鋼環境ソリュ－ション 115

その他 1,840

合計 3,056

　

(ロ)期日別内訳

期日 金額(百万円)

平成20年６月 678

　 〃 　７月 633

　 〃 　８月 795

　 〃 　９月 646

　 〃 　10月 301

　 〃 　11月 2

合計 3,056
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ハ　売掛金

(イ)相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

㈱前澤エンジニアリングサービス 551

㈱日立プラントテクノロジー 401

㈱クボタ 234

荏原環境エンジニアリング㈱ 160

前澤給装工業㈱ 128

その他 1,782

合計 3,260

　

(ロ)回収状況

前期繰越高
(百万円)

(Ａ)

当期発生高
(百万円)

(Ｂ)

当期回収高
(百万円)

(Ｃ)

次期繰越高
(百万円)

(Ｄ)

回収率(％)
 
 
 

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
 

(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
366

3,156 28,353 28,249 3,260 89.7 41.41日

(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。

　

ニ　製品

種類 金額(百万円)

汎用弁栓 1,144

制御弁・門扉 1,568

その他 133

合計 2,845

　

ホ　原材料

種類 金額(百万円)

原料

鋼材 12

その他 8

材料

減速機 31

鋳鉄鋳物 210

青銅鋳物 26

その他 241

合計 531
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ヘ　仕掛品

種類 金額(百万円)

下水機械装置 4,641

上水等機械装置 328

汎用弁栓 572

制御弁・門扉 681

その他 625

合計 6,849

　

ト　貯蔵品

種類 金額(百万円)

木型・金枠 9

消耗工具・検査治具 1

その他 16

合計 27

　

②　負債の部

イ　支払手形

(イ)相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

㈱前澤エンジニアリングサービス　　　 500

㈱品川鐵工場　　　 338

㈱石垣 199

田中バルブ工業㈱ 192

日本ギア工業㈱ 143

その他 3,772

合計 5,146

　

(ロ)期日別内訳

期日 金額(百万円)

平成20年６月 768

　 〃 　７月 1,117

　 〃 　８月 1,621

　 〃 　９月 1,558

　 〃 　10月 79

合計 5,146
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ロ　買掛金

相手先 金額(百万円)

西部電機㈱ 555

倉岳工業㈱ 321

都工業㈱　　　　　　　　　　　　　　 240

平沢商事㈱　　　　　　　　　　　　　 235

㈱大東製作所　　　　　　　　　　　　　 165

その他 2,956

合計 4,476

　

ハ　前受金

相手先 金額(百万円)

日本下水道事業団　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,956

徳島市水道局　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 415

愛知県庁　　　　　　　　　　　　 403

船橋市土木部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 400

横浜市環境創造局　　　　　　　　　　　　　 230

その他 3,169

合計 6,575

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ６月１日から５月31日まで

定時株主総会 ８月中

基準日 ５月31日

株券の種類 100,000株券　10,000株券　1,000株券　100株券

剰余金の配当の基準日 11月30日、5月31日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え

取扱場所
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

株主名簿管理人
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社

取次所
みずほ信託銀行株式会社　全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社　本店および全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 印紙税相当額

単元未満株式の買取り

取扱場所
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

株主名簿管理人
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社

取次所
みずほ信託銀行株式会社　全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社　本店および全国各支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。
広告掲載ＵＲＬ
　　http://www.maezawa.co.jp/

株主に対する特典 なし

（注）当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に上げる権利以外の権利を行使することができま

せん。

会社法第189条第2項各号に掲げる権利

会社法第166条第1項の規定による請求をする権利

株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利

　

EDINET提出書類

前澤工業株式会社(E01672)

有価証券報告書

71/77



第７ 【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　第61期(自　平成18年６月１日　至　平成19年５月31日)平成19年８月30日関東財務局長に提出

　

(2) 半期報告書

事業年度　第62期中(自　平成19年６月１日　至　平成19年11月30日)平成20年２月13日関東財務局長に提出

　

(3) 有価証券報告書の訂正報告書

事業年度　第61期(自　平成18年６月１日　至　平成19年５月31日)平成20年２月29日関東財務局長に提出

　

(4) 自己株券買付状況報告書

平成20年８月11日関東財務局長に提出

EDINET提出書類

前澤工業株式会社(E01672)

有価証券報告書

72/77



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年8月30日

前澤工業株式会社

取締役会　御中

監査法人　加藤事務所

　

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　加　　藤　　明　　男　　㊞

　

業務執行社員 公認会計士　　升　　岡　　　　　昇　　㊞

　

業務執行社員 公認会計士　　熊　　野　　　　　充　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる前澤工業株式会社の平成18年６月１日から平成19年５月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結

附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、前澤工業株式会社及び連結子会社の平成19年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 ※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年8月28日

前澤工業株式会社

取締役会　御中

ＳＫ東京監査法人

　

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　加　　藤　　明　　男　　㊞

　

業務執行社員 公認会計士　　熊　　野　　　　　充　　㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている前澤工業株式会社の平成19年６月１日から平成20年５月31日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算

書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、前澤工業株式会社及び連結子会社の平成20年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。

　

追記情報

　

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年７月18日の取締役会決議に基づき、自己株式を取

得した。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 ※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。

　

EDINET提出書類

前澤工業株式会社(E01672)

有価証券報告書

75/77



独立監査人の監査報告書

　

平成19年8月30日

前澤工業株式会社

取締役会　御中

監査法人　加藤事務所

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　加　　藤　　明　　男　　㊞

　

業務執行社員 公認会計士　　升　　岡　　　　　昇　　㊞

　

業務執行社員 公認会計士　　熊　　野　　　　　充　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる前澤工業株式会社の平成18年６月１日から平成19年５月31日までの第61期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、前澤工業株式会社の平成19年５月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上
　
 ※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年8月28日

前澤工業株式会社

取締役会　御中

ＳＫ東京監査法人

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　加　　藤　　明　　男　　㊞

　

業務執行社員 公認会計士　　熊　　野　　　　充　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている前澤工業株式会社の平成19年６月１日から平成20年５月31日までの第62期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、前澤工業株式会社の平成20年５月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

　

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年７月18日の取締役会決議に基づき、自己株式を取

得した。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上
　
 ※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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